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電気電子工学科の開設に伴う、電気工学科並びに電子工学科の取り扱いについて

平成２０年４月１日から、工学部第二部に電気電子工学科が新たに開設されました。この学科
は、現在開設されている工学部第二部の電気工学科並びに電子工学科を再編し、新しい学科と
して設置されたものです。
この新しい学科の開設により、平成１９年度以前から電気工学科並びに電子工学科に在籍して

いる学生諸君の所属する学部学科名称等が変更になることはありません。
平成２０年４月１日以降、電気電子工学科１年次に入学する学生は、新学科の所属となります。
平成１９年度以前に電気工学科並びに電子工学科に入学した学生は、卒業するまで電気工学科
並びに電子工学科の所属となります。（卒業後も同様です。留年しても新学科の所属にはな
りません。従って、学位記、学生証、卒業証明書、成績証明書は入学したときの学部学科名
称が記載されます。）

ただし、転学部・編入学・再入学・転学科者等は次のとおりです。
・転学部・編入学・再入学・転学科者等した先の正規学年次生と同じ学科の所属になります。

今後は、電気電子工学科の学生と電気工学科・電子工学科の学生は、同じ教室で授業を受講
することになります。履修条件等については、電気工学科・電子工学科の所属の学生にはそれ
ぞれ電気工学科・電子工学科の所属する学科の履修条件等が適用され、電気電子工学科の学生
には電気電子工学科の履修条件等が適用されます。よって、学生要覧（学習案内）の記載内容
や掲示（ホームページ）については、学科別に案内することとなりますので、自分の所属する
学科に十分注意を払い確認してください。なお、共通事項となる案内については、掲示等を行
なう際にその旨を記載し、共通して案内することがあります。















東京電機大学の建学の精神

実学尊重
１９０７年（明治４０年）の 電機学校設立趣意書 において、 工業は学術の応用が非常に
重要だが、本学は学問としての技術の奥義を研究するのではなく、技術を通して社会貢献
できる人材の育成を目指すために実物説明や実地演習、今日の実験や実習を重視し、独創
的な実演室や教育用の実験装置を自作する等の充実に努めること に基づき、実学尊重
を建学の精神として掲げた。

東京電機大学の教育・研究理念

技術は人なり
１９４９年（昭和２４年）の東京電機大学設立時において、初代学長の丹羽 保次郎（にわ や
すじろう）先生は、 よい機械を作るにはよい技術者でなければならない すなわち、 立
派な技術者になるには、人として立派でなければならない という考え方に基づいた 技
術は人なり を教育・研究理念として掲げた。

（財）大学基準協会による認証評価（大学評価）の受審について

認証評価制度は、２００２（平成１４）年の学校教育法の改正に伴い、各大学は、教育・研究
水準の向上に資するため、当該大学の教育・研究、組織・運営、施設・設備等の総合的な
状況について、一定期間（７年以内）ごとに文部科学大臣の認証を受けた者（認証評価機
関）による評価（認証評価）を受審することとなり、２００４（平成１６）年に導入されました。
本学は、２００９（平成２１）年度に財団法人大学基準協会（認証評価機関）において、認証

評価を受審した結果、大学基準に適合していることが認定（認証期間：２０１０（平成２２）年
４月１日～２０１７（平成２９）年３月３１日）されました。
今後も更なる教育・研究活動の充実・発展のため、改善・改革を実施し、学生の皆さん

の期待に応えられるよう、教育・研究の質の向上に取り組みます。



次世代科学技術を担う皆さんへ

学 長

古 田 勝 久

東京電機大学は、１９０７年に廣田精一先生と扇本眞吉先生が�技術で社会に貢献する人材を養
成し、国を発展させること�を目指し神田に創立した電機学校が母体で、社会が必要とした学
問である�実学�を尊重することを建学の精神とされました。東京電機大学は、この学園の使
命と建学の精神を受けつぎ、さらに初代丹羽保次郎先生の名言である�技術は人なり�を教育
・研究の理念としています。そして現在、工学部、工学部第二部、未来科学部、理工学部、情
報環境学部の５学部と、工学研究科、理工学研究科、情報環境学研究科、未来科学研究科の４
研究科（大学院修士課程）および先端科学技術研究科（博士課程（後期））を擁しています。２００７
年には学園創立１００周年を迎え、卒業生は約２０万人以上にのぼり、社会から高い評価を得てき
ました。
さて、現代は、政治、経済、産業のすべての分野において、科学技術の知識なしには正しい

決定の出来ない時代であり、知識自体が価値を持ち、価値を生み出す�知識基盤社会�と言わ
れております。すなわち、科学技術そのものが、現代の�実学�であります。東京電機大学は、
この社会を支える科学技術者の養成と、科学技術の知識を生み出す重要な役割を果たして来ま
した。
これから皆さんは、科学技術の基盤と専門を学び、科学技術の専門家として様々な問題発見

と解決により、社会へ貢献してくださることを期待しております。将来、最新知識と技術を駆
使するためには、まず数学のような基礎の勉強を重視してください。大学時代は人生で一番効
率良く、新しい知識を吸収し、自分の能力に出来る時代です。科学技術者として社会で活躍す
るために、自分の専門に関する知識を学ぶと共に、それを応用する能力も身につけてください。
専門以外の、いろいろ関連分野にも興味を持ってください。現在社会は、環境、資源、エネル
ギー等のように、広い分野の知識と技術を統合しなければ解決されない問題に直面しておりま
す。
ほとんどの企業が、研究、開発、生産、販売を一つの国の中で行うことがまれになり、国際

的に活動する時代となり、科学技術者にも国際的なコミュニケーション能力が要求されるよう
になっています。科学技術の教育も国際的になっています。専門はもちろんですが、社会では
外国語の知識が必要なこともしっかり認識してください。
東京電機大学でこれから学ぶ基礎と専門によって得られる問題発見と解決能力が、皆さんと

日本さらには人類の未来を創ります。将来国際的な技術者として活躍できるように、大学生活
を有意義なものにしてください。
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工学部第二部で学ぶ皆さんへ

工 学 部 第 二 部 長

藤 田 聡

脇 英世先生の後を引き継ぎ、工学部第二部長に就任いたしました。新入生の皆さんとは同
じ「新人」なのですが、昨年度までは工学研究科委員長・先端科学技術研究会委員長として大
学院の運営に当たってきましたので、在学生の皆さんはご存知かも知れません。まずはよろし
くお願いします。

私が大学生であったのは３０年余も前の事ですが、この時期の「桜の花の色」と「春の幸せな
空気の匂い」、そしてこれから始まる新生活に向けて社会全体が動き出す「わくわくとした雰囲
気」だけは未だに昨日の事のように覚えています。思い返せば、あの時代は幸せな時代でした。
二度のオイルショックも終わり、薔薇色の高度成長を社会が享受している頃で、「努力」が「と
にかくやる事」と、「成果」が「やれば出てくる」と同義な意味として理解できる、とても素
直な時代であったわけです。それに比べて皆さんは大変な時代に学生生活を送る訳です。
過去において我国の目標で、現在はライバルである欧米だけではなく、新興国においても技

術開発の新たな形態が盛んに生まれており、我が国の工業は大きな構造的変革を迫られていま
す。今後も日本の優位性を維持していくためには、良く言われるように製品設計のプラットフ
ォーム化、製品のコモディティ化、研究開発の短期化等に積極的に取り組んでいかなければな
りません。従って、皆さんは今までにも増して「何か新たな価値を創成する能力」を鍛錬して
いかなくてはならず、社会もそれを求める時代だと思って間違いありません。

そんな中、昨年は東北地方を中心に未曾有の被害をもたらした東北地方太平洋沖地震が発生
し、我国の産業施設／構造の脆弱さを目の当たりにしました。昨今の社会構造変化に伴う「学
生の理工系離れ」、「年金問題」や「政治不信」などと言った社会不安に加えて、このような大
災害に対応していかねばならず、真に痛ましい状況ではないかと思います。こういう先の見え
ない時代は、地に脚をつけて、素直な気持ちを大切にして、自分の目標をしっかりと見つけて
いかないと暮らしていきにくい社会環境だと思います。

「日本は工業生産で食っている国です」。

こんな素直な考え方をするのがこの複雑怪奇な社会を生き抜くのに一番であると思います
し、それを信じて私は生きています。狭い国土、零に等しい資源、自給できない農業生産…、
皆さんは「工学部で学ぶ」というとても良い選択をしたのだと思います。胸を張って学生生活
を送ってください。
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「工学」は最終的には科学技術を駆使して「物」を創り出し、これが人びとの生活を安全で
快適な物へと導くものであると信じます。身の回りを眺めてみてください。自分一人で、ゼロ
から創り出せる物が何かありますか？ボールペンでも鉛筆でも消しゴムでも、当たり前のよう
に使っている物でさえ、何一つ自分一人でゼロから創り出せる物なんてないのです。私は２０歳
の時にこんな当たり前の事に気づき一人で感動していました。次に認識すべき点は、自動車や
半導体や航空機はどこかの誰かが作っているのではなく、これは先輩達の努力の成果であり、
これからは皆さん達がこれに続いていく事なのだと思います。既に一歩は踏み出されたので
す。

４月、新学年の始まるこの季節に気持ちも新たに、皆で頑張りましょう。
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１ 工学部第二部の教育目標

【教育目標】
工学部第二部は、２００８年度（平成２０年度）に学科構成を４学科から３学科へ改編し、科学技

術分野における�知�の継承と現代社会に必要とされる�技術�を展開することにより、現代
社会が直面する問題を解決し、さらに進んで社会の発展に寄与することのできる確かな能力を
培うことを目的としている。
すなわち、現代社会において必要とされる科学技術とその進展に貢献するための実践的技術

者を養成する。また、併せて、夜間学部として、社会人教育を推進する。
本学部は、本学の建学の精神�実学尊重�、教育・研究理念�技術は人なり�に基づき、夜間

学部としての幅広い多様なニーズに応える教育課程及び方法を編成するために以下を目標とす
る。

【教育内容】
�実社会で真に必要とされる技術者を養成するために、実験や実習に重点をおいた教育課程
を編成する。

��理論的な技術力��意思伝達能力�持った人材を養成するための教育課程を編成する。
�産業界や社会のニーズに応える人材育成を目指したカリキュラム編成とする。
�夜間学部であり、昼間学部に比べて開講授業科目が限られているが、大学院への進学希望
者にとって十分対応可能なカリキュラム体系とする。

�共通教育科目では、社会人としての基本的な素養、技術者としての視野を幅広く獲得でき
る教育課程とする。

【教育方法】
�基礎学力を確実に身に付けさせるため、少人数教育及び学習サポートセンターによる学習
支援を充実・強化する。

�定職を持ち、昼間は働きながら夜間勉強を希望する社会人コース学生に対し、社会人コー
スアドバイザーによる履修相談、きめ細やかな指導体制を充実させる。

�授業評価アンケートを実施し、授業方法の改善に努める。
�GPA（総合的成績評価）を使用することによって、さらに学生の学習意欲を向上させる
仕組みを充実・強化する。

�社会人学生の履修ニーズに応えるよう体系的な教育課程の中で自由度のある履修方法を充
実・強化する。
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２ 学科・系列の教育目標と理念

電気電子工学科の教育目標と理念（平成２０年度以降入学生用）
電気電子工学はすべての産業分野に関わる基幹分野として、近年、益々発展しており、省エ

ネルギー・省資源・省力化を実現し、環境問題を解決し、人類の福祉と発展に貢献する要の分
野としてその重要性を増している。このような状況を考慮し、本学科は、電力・エネルギー応
用、電気機器・パワーエレクトロニクス、電子回路・装置、計測・制御システム、コンピュー
タ・情報システム、半導体デバイス・電子材料の６分野に亘る授業科目を配すことにより、社
会や産業界の要請に適合する基礎学力、並びに、専門技術に関する知識を有するとともに、創
造性豊かで、コミュニケーション能力を備えた人材を養成することを教育目標としている。

機械工学科の教育目標と理念
未来を切り開く先端技術のみならず、急速に進展する今日の技術に追随できるように基礎知

識を徹底的に理解させるとともに、それを応用して新技術を生み出す能力を育成するための教
育と研究に尽力している。実際の教育では、�材料と加工�、�エネルギー�、および�情報と機
械システム�の３コースを設け、従来の機械工学およびこれに関連する学問の基礎的な知識を
深め、それらを柔軟に使いこなす応用力と、新技術を作りだす創造力を身につけることに主眼
をおき、広い視野を持った機械エンジニアを育成することを目標としている。教育の基本方針
としては、基礎学力を徹底して修得させ、先端技術を理解できる創造性豊かで、視野が広く広
範な工学分野をカバーし、新しい技術の習得にも対応でき、さらに、人間にやさしく人間に役
立つ機械技術の開発・研究に携わる人材の育成を目指している。

情報通信工学科の教育目標と理念
高度情報社会において情報通信技術は中心的な役割を担っており、その発展が大きく期待さ

れている。この状況を踏まえ、情報通信工学科はコンピュータ、通信、ネットワーク、メディ
アという４つの技術分野において２１世紀の社会に貢献できる技術者、研究者を育成することを
目標としている。
教育方針としては、�幅広い分野において基礎学力を身につけさせること、�実験や実習を

通して応用力、実践力を鍛えること、�実社会で通用する確かで柔軟な思考力、想像力を養う
こと、�国際的、学際的な知識や素養を身につけさせること、�日本語、外国語を問わずコ
ミュニケーション能力を持たせること、�人間や社会に対して関心や責任をもつ専門家を育て
ること、を目指している。

電気工学科の教育目標と理念（平成１９年度以前入学生用）
電力・エネルギー応用、電気機器・パワーエレクトロニクスなど電気工学固有の分野を始

め、計測・制御システム、コンピュータ・情報システム、半導体デバイス・電子材料など広範
囲な分野の発展に寄与できる技術者を育成し、もって電気工学を通じて社会に貢献できる基礎

－ 8－



知識を十分に備えた専門家の輩出を目指している。
基本的な教育方針としては、人類の幸福、福祉とは何かについて考える能力と素養の修得を

基礎として、将来、電気工学の何れの分野に進んだ場合でも柔軟に対応できる専門の基礎学力
を十分に習得したうえで、上述の広範な研究分野の発展に寄与できる広い視野を持ち、さらに、
造詣の深い専門分野を有し、かつ外国語を含めたコミュニケーション能力、主体的かつ創造的
なデザイン能力とプロジェクト遂行能力などを併せ持つ技術者・研究者の育成を目標としてい
る。

電子工学科の教育目標と理念（平成１９年度以前入学生用）
２１世紀においては、情報通信技術や遺伝子工学、生命工学が我々の社会生活に劇的な変革を
もたらすと考えられている。また、グローバルには環境問題、国内においては高齢化の進展に
伴う介護問題などが今後解決すべき社会的なテーマである。このような状況下においても、デ
バイス技術、回路設計、制御技術、情報処理などのエレクトロニクス関連技術が社会に与える
インパクトは、依然として大きいと考えられる。その結果、高度な技術を持ったエレクトロニ
クス関連技術者への社会的な要請は今後とも益々高まると考えられる。このため本学科では、
様々な産業分野に対応できるエレクトロニクス専門技術者の育成を基本的な教育目標としてい
る。そのため、電子工学科では、学生に最先端技術に触れさせるとともに、基礎的な学問内容
の習得によって社会にインパクトを与えるような斬新なアイディアをもつ創造性豊かな人材育
成に力を注いでいる。

人間科学系列の教育目標と理念
社会人として活動するための基礎的な素養を習得させ、情報化、国際化の進展する現代日本

社会で活動するための教養教育を展開する。その際、工学部における専門教育との関係性に十
分配慮し、これからの技術者に求められる、柔軟で豊かな見識を育むための基礎を培うことを
念頭におくことを理念とし、豊かな人間性と幅広い教養を育みつつ、将来の社会生活で必要な
論述力、討議能力やプレゼンテ－ション能力、さらには異文化理解能力や健康管理能力、そし
て人間にとって最も基本的な論理的思考能力の育成を目標とする。

英語系列の教育目標と理念
情報通信ネットワークの普及により、諸外国との英語によるコミュニケーションが身近なも

のとなってきた。特に技術者にとっては、英語を通して最新情報の収集・発信を行うことは、
今や日常的になっている。国際語としての英語によるコミュニケーション能力の養成、国際社
会に対する知識・理解力を備えた技術者の涵養、および技術者として生涯にわたって積極的に
英語力の研鑽を積むための基礎を養成することを英語教育の理念とする。英語はもはや数ある
外国語の一つではなく、社会生活を送る上で欠くことのできないコミュニケーションの手段で
ある。教育にあたってはまず、学生の現在の英語力を診断し、それに基づいた習熟度別の指導
体制を採っている。それぞれに求められる知識の基礎を固め、さらには社会で使える運用能力
に引き上げるため、英語の運用能力（読む・書く・話す・聴くの４技能すべて）を向上させる
教育を行う。
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数学系列・物理系列の教育目標と理念
幅広く、かつ柔軟な工科系の素養を身につけるには、工科系科目の基礎となる数学、物理学

の知識を身につけることが不可欠である。しかるに、近年の高校カリキュラムの改定、入学経
路の多様化により、新入生の間の学力には大きな開きが見られるとともに、専門科目を学ぶに
足る基礎知識を習得しないまま、専門科目を学ぶに至る現状が見受けられる。
数学系列、物理系列はこのような学生間の基礎学力の開きを考慮して新入生の学力に応じた

クラス編成を行い、基礎学力の向上させることに努めるとともに、専門科目を学ぶに足る基礎
知識を習得させることを目標とする。
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３ 工学部第二部 履修モデル

人間科学科目履修モデル Ｐ１３

英語科目履修モデル Ｐ１４

電気電子工学科履修モデル Ｐ１５ ～ Ｐ１６
（平成２０年度以降入学生用）

機械工学科履修モデル Ｐ１７ ～ Ｐ１９

情報通信工学科履修モデル Ｐ２０

電気工学科履修モデル Ｐ２１ ～ Ｐ２２
（平成１９年度以前入学生用）

電子工学科履修モデル Ｐ２３ ～ Ｐ２４
（平成１９年度以前入学生用）
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（平成20年度以降入学生用） 
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（平成20年度以降入学生用） 
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機械工学科における履修の考え方

機械工学は、他の分野に比べ、対象となる分野の範囲が幅広く、学生にとって、全ての科目
を完全に習得することは、大変なことであると思う。しかしながら、企業が機械工学科の学生
を採用するときに求めるのは、機械工学全般を知るジェネラリストであり、医者がインターン
時に全ての分野を学ばされるのと同様、できる限り多くの専門科目を幅広く履修することを強
く勧める。
大学において履修計画を立てるときの良さは、自らの興味に応じて好きな科目を学べる取捨

選択の範囲が、広いことにある。しかしながら、社会から見たときに、現在のカリキュラムに
おける必修科目のみを知っていれば機械工学の学士として認められるわけではない。以下を参
考に、慎重に履修計画を立てていただきたい。

（１）材料力学、工業熱力学、流体の力学、工業力学、振動学（別名機械力学）の５つは、通
称 ５力 とされて、機械工学の最も根幹を成す力学である。これらの科目の後半（例
えば材料力学 ）については選択科目となっているが、必ず履修することが強く望まれ
る。中でも最も重要なのが材料力学である。

（２）機械のメカトロ化、コンピュータ制御が当たり前となった現在では、制御工学も、５力
に並ぶほど重要である。

（３）就職して産業界に出た後の、機械設計や機械加工などの ものづくり 関連科目の重要
性は、とても大きい。

（４）数学や物理は、力学の基礎であり、なるべく多くの科目を習得しておくことが望まれる。
（５）２年次までに配当されている専門科目については、できる限り全て履修すること。
（６）３年次以降、 材料と加工 、 エネルギーと環境 、 情報と機械システム という各分

野のコースに応じた専門科目が出てくる。各自が学びたいコースの科目を中心に選択す
ることになるが、学びたいコースの科目以外についても、可能な限り履修することが望
まれる。

（７）工学部の中で、コンピュータを用いた計算を最も多用するのは実は機械工学である。コ
ンピュータ関連科目、特にプログラミングに関連する科目は重要である。

（８）国際化を迎えた現在、機械系エンジニアにとっての英語の重要性は益々増大している。
単位を取るだけではなく、道具として英語を使いこなせるように、自己研鑽することが
望まれる。

以上．
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（平成19年度以前入学生用） 
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〔平成19年度以前入学生用〕 
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４ 授業科目配当表

�授業科目配当表�は、入学年度のカリキュラムです。諸君は、その入学年に応じ、この中
から必要な授業科目を履修してください。
授業科目配当表は、授業科目名・単位数・必修選択の別・配当学年次・配当期・毎週授業時

間数などが記載されています。

２０１２、２０１１、２０１０、２００９（平成２４、２３、２２、２１）年度カリキュラム
１ はじめに……………………………………………………………………………………………２７
２ 人間科学科目………………………………………………………………………………………２８
３ 英語科目……………………………………………………………………………………………３０
４ 電気電子工学科……………………………………………………………………………………３２
５ 機械工学科…………………………………………………………………………………………３６
６ 情報通信工学科……………………………………………………………………………………４０
７ 教職課程……………………………………………………………………………………………４６

２００８（平成２０）年度カリキュラム 〔平成１９年度以前の入学生用〕
８ 人間科学科目………………………………………………………………………………………４９
９ 英語科目……………………………………………………………………………………………５０
１０ 電気工学科…………………………………………………………………………………………５１
１１ 電子工学科…………………………………………………………………………………………５３
１２ 機械工学科…………………………………………………………………………………………５５
１３ 情報通信工学科……………………………………………………………………………………５７
１４ 教職課程……………………………………………………………………………………………５９
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履 修 案 内
（２０１２、２０１１、２０１０、２００９、２００８年度 カリキュラム）

※ホームページでも、学生要覧の内容は公開してます。
尚、年度途中で掲載内容に変更がでた場合は、掲示でお知らせします。
URLは次のとおりです。
http://www.soe.dendai.ac.jp/kyomu/yoran2012/

※学生による授業評価調査表の実施結果を公開しています。
URLは次のとおりです。
http://www.soe.dendai.ac.jp/kyomu/hyouka/

１ 授業科目…………………………………………………………………………………６３

２ 授 業…………………………………………………………………………………６５

３ 履修計画・履修届………………………………………………………………………６７

４ 試 験…………………………………………………………………………………７０

５ 成 績…………………………………………………………………………………７３

６ 再 履 修…………………………………………………………………………………７５

７ 進級条件…………………………………………………………………………………７５

８ 卒 業…………………………………………………………………………………７７

９ 転 学 部…………………………………………………………………………………８０

１０ そ の 他…………………………………………………………………………………８２



１ 授 業 科 目

工学部第二部で本年度に開講される授業科目は、授業科目配当表のとおりです。授
業科目配当表には�教育課程（授業科目）、�単位数、�必修、選択、自由科目の別、
�配当学年、�配当期（前期、後期、通年等）、�毎週授業時間数などが記載されてい
ます。科目の担当教員については時間割で確認して下さい。

１－１ 教育課程

本学部では教育課程を、次のように構成しています。

人間科学科目
共通教育科目

英語科目
専門基礎科目

教育課程 専門教育科目
専門科目

教職に関する科目

１－２ 単位数

大学では、各授業科目に、授業科目の形態に応じて単位数が定められています。単

位とは授業科目の学修量を数値化したものです。
授業科目の１単位は、４５時間の学修を必要とする内容をもって構成することを標準
としています。
各授業科目の単位は、その授業方法・授業時間外に必要な学修を考慮し、次の基準

により計算します。
１単位は４５時間の学修を標準としていますので、残り時間は、自ら授業時間外の学

修として行うことになります。
� 講義及び演習については、１５時間の授業をもって１単位としています。
� 実験・実習・製図及び実技については、３０時間の授業をもって１単位としてい
ます。

	 卒業研究等については、学習の成果を考慮して単位数を定めています。

１－３ 必修・選択・自由科目

必修科目 所属学科においてその単位修得が義務づけられている授業科目です。卒業
するためには必ずその単位を修得しなければなりません。

選択科目 自分の志望により選択履修する科目です。単位修得は義務づけられません
が、卒業の所要単位数に算入されます。
択一選択科目については、必要に応じて、原則いずれか一方の科目を履修
すること。

－ 63－



カリキュラム年度 科目

２０１２
入門ビジネス英語
・�（英語科目）
ヨーロッパ学入門（人間科学科目）
中国語
・�（人間科学科目）

２０１１以前
ビジネス英語（英語科目）
実用ドイツ語（人間科学科目）
中国語（人間科学科目）

自由科目 修得すれば単位は与えられますが、卒業の所要単位数には算入されない科
目です。

公開科目 一般学生の３・４年次生は社会人コースの科目を他学科科目として履修す
ることが認められています。単位修得した科目は、それぞれの科目区分の
選択科目として扱います。また、卒業所要単位数として算入できる単位数
は、他の大学等における授業科目の履修等と合わせて６０単位をこえること
はできません。
なお、下記の科目については、１年次生から他学科科目として履修する
ことができます。

�公開科目
が自分の所属する学科の専門科目として配当されている場
合は、専門科目配当年次に履修しなければなりません。

１－４ 配当学年

それぞれの授業科目は、体系的に関連づけられ、開講される学年があらかじめ定め
られています。したがって、学生は自分の学年に配当された授業科目（再履修の場合
は、自分の学年より下級学年に配当された授業科目）を履修することになっています。
また、上級学年に配当された授業科目は特別の場合を除いて履修できません（学年

配当の原則）。
（注）社会人コース学生は社会人コース履修案内の項を参照のこと。

１－５ 配当期

通年科目 １年間３０週にわたって授業が行なわれる科目。
前期科目 前期半年間１５週にわたって授業が行なわれる科目。
後期科目 後期半年間１５週にわたって授業が行なわれる科目。
集中講義科目 夏季・冬季休業中などの一定期間に連続集中して授業が行なわれる科

目。集中講義科目の時間割は講義開始の数週間前に発表されます。

１－６ 毎週授業時間数（コマ）

授業時間割上の時限（コマ）のこと。１とあれば１週間に１時限（１コマ＝９０分＝
２時間に換算）開講していることを意味します。
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時限 時間 備考
１時限 ９：００～１０：３０ 土曜日のみ
２時限 １０：４０～１２：１０ 土曜日のみ
３時限 １３：１０～１４：４０ 土曜日のみ
４時限 １４：５０～１６：２０ 土曜日のみ
５時限 １６：３０～１８：００ 昼夜学部共用時間帯
６時限 １８：１０～１９：４０ 夜間学部用時間帯
７時限 １９：５０～２１：２０ 夜間学部用時間帯

１－７ 担当教員名

担当教員には常勤教員と非常勤教員がいます。
非常勤教員は原則として、担当科目の授業日は大学にいる事になっています。授業

担当教員に用事がある場合は、直接授業教室へ行くか、講師室（２号館３階）までき
て下さい。また、シラバスに連絡先が記載されている場合があります。
なお、学期末に実施する期間を定めて実施する定期試験期間中に大学へ出校するこ

とができない担当者もいます。特に非常勤教員への問い合わせは、授業が終了するま
でに行なうようにして下さい。

２ 授 業

授業などの年間スケジュールについては�２０１２年度授業・行事日程表�を参照して
ください。平成２４年度７月１６日は「海の日」で休日ですが授業を実施します。なお翌
７月１７日を「海の日」の振替休講日とします。
また、授業は授業時間割にしたがって受講してください。
授業時間割には、曜日・時限（コマ）・授業科目名・担当教員名・教室が明示され
ています。また、各変更のお知らせは、掲示、ホームページにより行われます。毎日
必ず、掲示してください。
授業中は、私語を慎み、他の受講生に迷惑をかけないようにしてください。

２－１ 時限と時間

各自、所属する学科の時間割で、開講時限を必ず確認して下さい。

２－２ クラス編成

授業は原則として各学年・学科（クラス）を単位として行なわれ、学生は各自クラ
スごとに指定された曜日・時限・教室で授業を受けることになります。ただし、英語
科目・演習科目などはクラスを分割して授業を行ないます。また人間科学科目などの
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科目はクラスを合併して授業を行ないます。授業開始前に自分の受講したい科目名や
担当教員名を確認して、間違いのないように履修して下さい。

２－３ 休講

担当教員の都合その他により授業が中止になる場合は、その都度、掲示により知ら
せます。授業の開始時間を３０分程度経過しても担当教員が入室しないときは、前もっ
て工学部・未来科学部事務部からの指示がないかぎり休講の扱いとなります。

２－４ 交通ストライキ等の場合の授業の取扱い

原則として、当日正午のＮＨＫテレビニュースで、ＪＲ首都圏電車区間がストライ
キまたは事故により全線不通と報道されたときは、当日の授業は休講となります。
その他の私鉄のみがストライキまたは事故で不通のときは、平常通り授業を行ない

ます。

２－５ 補講

休講の補充や学期内に授業が終了しなかったときなどに臨時に授業を行なう場合
は、掲示により知らせます。

２－６ 授業時間割変更

曜日・時限などに変更がある場合は、掲示により知らせます。

２－７ 実験・実習・英語等のガイダンス

実験・実習・体育実技・英語科目等については、授業開始第一週めにガイダンスが
行なわれます。日程等は掲示によりお知らせします。ガイダンスに出席しないと以後
の履修に支障をきたすことになりますので必ず出席してください。

２－８ 授業への出席

履修する授業科目の授業には毎回出席することが必要です。出欠状況は成績評価の
重要な要素になります。
授業に欠席し、欠席理由を担当教員に知らせる必要があるときは、各人が欠席届（用
紙は工学部・未来科学部事務部窓口）を担当教員に提出してください。１週間以上欠
席する場合には、診断書等の理由書が必要となります。
正当な理由がなく、無届けで、引き続き３力月以上欠席した者は除籍対象者となり
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ます。また、授業への出席状態がよくなく、担当教員が履修を途中で放棄したと判断
したときは、成績は�－
（放棄）となります。

２－９ 出欠調査

授業の出席には学生証が必要ですので、忘れないように注意してください。

３ 履修計画・履修届

平成２４年度は、１～４年次の全学年において学費制度が同じ扱いとなります（詳細
は生活案内の�学費
を参照してください。）。
平成１８年度１年次生より、工学部第二部の学費制度として学費単位従量制度を導入

しました。この制度は、学生が履修する単位数に応じて学費を納入する制度となるの
で、学生個々で納入金額が異なります。また、この制度は、単位従量額分の単位数に
ついて、�履修登録し、授業を受講し、正当な成績評価を受ける
権利を与える制度
です。よって、履修登録した科目について�単位取得�を保障するものではありませ
んので、注意してください。
なお、４年間で各学期平均して卒業所要単位である１２４単位を取得するためには、
最低でも１学期あたり１６単位程度取得する必要がありますので、以下の事項をよく理
解して履修計画を立ててください。

全学生対象
３－１ 履修計画

１年間にどの授業科目をどのように履修するかの計画（履修計画）は、次の点を充
分考慮して立ててください。
� オリエンテーション中の学科別履修ガイダンス等を参考に卒業までの履修計画を

立てる。
� �履修モデル
・�授業科目配当表
・�講義要目（シラバス）
を熟読し、学期初めに

ガイダンスのある科目については、必ずガイダンスを受けて授業科目の配当と概
要をつかむ。

	 必修科目は必ず履修する。（自分自身で履修登録を行う）
� 選択科目については、�履修モデル
・�講義要目（シラバス）
を参考にして各自

の志望と興味に応じて履修する。特に高学年次へ進むにつれて次第に自分の専攻
したい分野を定めて、それに関連のある科目を選択する。

� 上級学年次に進んでから単位不足に気づき、卒業年次になってから、あわてて多
くの科目を履修することのないように�区分別卒業所要単位数
などを十分に念
頭におきながら、ある程度の余裕を見込んで履修科目数・単位数を決める。（詳
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しくは�８ 卒業
を参照すること）
� ２年生から３年生へ進級するときに進級制度が設けられています。進級条件をし
っかりと把握し、単位数不足にならないよう充分注意してください。（詳しくは
�７ 進級条件
を参照すること）

� 学生による授業評価調査表の実施結果公開について
授業をより良くするために実施しております�授業評価調査表�の実施結果を学

内ネットワーク上で公開しています。履修登録の際に参考としてください。
閲覧方法は、下記のＵＲＬへアクセスし、�学生による授業評価調査表実施結果


を選んでください。
http://www.soe.dendai.ac.jp/kyomu/hyouka/

３－２ 履修登録

期間や方法などの詳細は学生ポータルサイト又は掲示にて連絡します。必ず期間内
に自分で履修登録をするようにしてください。
履修登録は、前期に前期科目・通年科目・集中講義科目などを、後期に後期科目・

集中講義科目などを、それぞれ受け付けます。詳細は掲示にて連絡します。
重複受講の禁止 履修する科目が授業時間割上重複するときは、そのうちの１科目の

み履修できます。しかし、例外として２科目の履修を認めることがあります。
詳しくは�３‐３ 特別履修登録
の�重複履修許可願
を参照して下さい。

変更の禁止 いったん履修が確定した授業科目の履修変更は認められません。
無届科目 履修登録がなされていない科目の受講・受験は許されません。単位の認定

も行なわれません。また、定期試験の受験資格も与えられません。
履修放棄 履修登録を行った授業科目の授業を欠席するなど中途で放棄したり、定期

試験を受験しないときは、成績評価は放棄�－
となります。

３－３ 特別履修登録

（１）UNIPAでの申請

他部科科目履修

自分の所属する学部に配当がなく、工学部、未来科学部、理工学部および情報環境
学部の他の学部科目のうち、自己の学年次以下に配当されている科目について、人数
に余裕がある場合、履修することができます。ただし、自分の所属する学科に配当の
ある科目と内容が類似する科目の履修は原則として認めません。
他学部（工学部・未来科学部・理工学部・情報環境学部）科目の履修を希望すると

きは、他学部科目履修登録用紙に所定事項を記入し、工学部・未来科学部事務部へ提
出してください。許可・不許可については、後日掲示により知らせます。工学部第一
部の科目および工学部第二部電気工学科、電子工学科の科目は履修できません。
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工学部第二部他学科（工学部第二部のうち、自分の所属する学科を除く他の学科）
科目は、履修登録期間中に履修登録ができます。事前に履修可能科目を明確にし、掲
示致します。
なお、単位修得した科目については、

�必修科目・選択科目は、それぞれの区分の選択科目として扱います。
�自由科目は、自由科目として扱います。
また、卒業所要単位として算入できる単位は、他の大学等における授業科目の履修

等と合わせて６０単位をこえることはできません。（他学部他学科履修にて１年間に履
修登録することができる単位数の上限が２０単位となります。）
社会人コースに開講されている公開科目は、３・４年次生に限り、他学科科目とし

て履修が認められます。ただし、社会人コース公開科目の人間科学科目、英語科目に
ついては、１年次生から他学科科目として履修することができます。
なお、履修を希望する�公開科目
が自分の所属する学科の専門科目として配当さ

れている場合は、専門科目配当年次に履修しなければなりません。

教職課程履修

１年次後期から教職課程の履修が可能となります。教職課程の履修を希望する場
合、教職課程ガイダンスを受け、�教職課程履修願
を工学部・未来科学部事務部へ
提出してください。（詳しいことは別冊�教職課程
又は�資格・免許
の項を参照
してください。）

（２）用紙での申請

東京理工系大学による学術と教育の交流に関する協定に基づく、学生交流（単位互換）のための履修願

東京理工系大学とは、東京電機大学、芝浦工業大学、東京都市大学（旧：武蔵工業
大学）および工学院大学を指します。この四大学間で、平成１１年４月より、学生交流
（単位互換）の履修制度が実施されています。履修できる科目、履修方法、単位の認
定、各判定時の科目の扱い等についての詳細は、学期始めに掲示でお知らせします。

転学部・編入学者等の特別履修願

転学部者・編入学者が特別の事情により通常外の履修をしたいときは、�転学部・編入
学者特別履修願
を工学部・未来科学部事務部に提出することができます。提出締切り
後、工学部・未来科学部事務部で一括して学科長の承認を受けます。許可・不許可につい
ては後日掲示により知らせます。

重複履修許可願

履修を希望する科目が、授業時間割上、同曜日の同時限に２科目以上重複している
場合、その一方のみ履修が許可されます（重複受講の禁止）。例外として重複履修が認
められる場合があります。授業時間割上重複した科目の履修を希望する学生は、工学
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部・未来科学部事務部で相談の上、窓口にある�重複履修許可願
に所定の事項を記
入し、工学部・未来科学部事務部に提出するようにしてください。

前期末卒業のための通年科目前期末評価実施願

卒業延期となった者が本年度の前期末に卒業を希望する場合、前年度授業に出席し
試験を受けたが不合格となった通年科目については、前期履修登録の期間中にこの願を
工学部・未来科学部事務部に提出し、学科より承認を受けることにより本年度前期末
に評価してもらえることになります。なお、８－６前期末卒業の項も参照してください。

４ 試 験

授業科目の履修状況を評価し、単位を認定するための資料として試験が行なわれま
す。試験は、筆記のほかに、科目によってはレポートや平常点などの方法で行なわれ
ることもあります。

４－１ 定期試験

前期末、後期末の一定期間に期間を定めて行なわれる試験を定期試験といいます。

受験資格

定期試験を受けるには、次の４つの条件をすべて満たしていることが必要です。
なお、休学期間中は試験を受けることはできません。

� その授業科目の履修登録を完了していること。
� その授業科目の授業に常時出席したこと。
	 その学期までの学費を納入していること。
� 通年科目で、前・後期の２回定期試験が行なわれる科目について後期定期試験を

受験するには、前期定期試験を受験していること。

時間割

定期試験時間割・試験室・試験のためのクラス分割などについては、定期試験の前
にあらかじめ掲示により発表します。授業とは違う時間帯にて実施されるので注意し
てください。
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平成２０年度以降の試験時間帯
（試験時間８０分）

時限毎の
休憩時間
など

１時限 ９：３０～１０：５０ ２０分
（昼休み
６０分）

２時限 １１：１０～１２：３０
３時限 １３：３０～１４：５０
４時限 １５：１０～１６：３０

１５分
５時限 １６：４５～１８：０５
６時限 １８：２０～１９：４０
７時限 １９：５５～２１：１５

定期試験の時限と時間

平成２０年度から次の時限と時間で、定期試験の時間割を運用しています。

夜間学部の定期試験は、別途、実施日・時限の指示があります。確認してください。
なお、授業時間中に期末試験を行なう科目もあります。

定期試験受験上の心得

試験時間割の確認 試験日・試験時間・試験室・座席番号などは学生ポータルサイト
で確認してください。（他学部他学科科目・再履修科目などの科目と自分の
学科配当の科目が重複するときは、直ちに工学部・未来科学部事務部へ申し
出て指示を受けてください。）

座席の指定 試験室で各自が座る席は掲示で確認してください。
学生証の呈示 試験室では、必ず学生証を常に机の上、通路側の見やすい場所に呈示

してください。万一、当日携帯していないときは、自動証明書発行機により
仮受験票を出力して下さい。（仮受験票の発行を受ける場合は有料（１，０００
円）となります。）

遅刻・退出 定期試験時の遅刻については、定期試験期間前に案内する掲示を確認し
てください。
定期試験時の退出については、試験時間開始４０分後から試験終了１０分前まで
可能です。

学籍番号・氏名等の記入 答案用紙に学年・学科・学籍番号・氏名を必ず記入してく
ださい。記入のない答案は無効となります。

試験監督者の指示 試験時間中は、試験監督者が一切の権限を有します。試験監督者
の指示に従わない者、または私語など受験態度不良の者には退室を命じるこ
とがあります。また、試験時間中、筆記用具・消ゴムなどの貸借は試験監督
者の許可がなければできません。

不正行為 工学部第二部では、カンニングなど不正行為をした場合、退学・停学・訓
告などの懲戒処分になるとともに、当該試験の属する試験要領発表後に実施
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される授業中実施科目を含めた定期試験の全科目が無効となります。
�当該試験の属する
の範囲には、定期試験実施要領発表後に実施される
授業中実施・レポート科目も含まれます。

試験の棄権 試験時間途中で受験を中止する場合でも、答案用紙に学年・学科・学籍
番号・氏名を記入して提出してください。受験した科目の答案用紙は、持ち
帰ることはできません。

４－２ 追試験

定期試験を急病など真に止むを得ない理由で欠席した場合は、追試験が行なわれる
ことがあります。追試験を実施するかどうかは担当教員にまかされており、追試験願
を提出しても追試験が行なわれるとはかぎりません。できる限り定期試験の期間中の
試験を受けてください。

追試験願を提出できる理由

次の４つの場合のみ、証明書類を添付して追試験願を提出することができます。
� 本人の病気のため受験が全く不可能な場合。（医師の診断書）
� ２親等以内の親族の危篤・死亡の場合。（証明する書類）
	 交通機関停止等により登校が不可能の場合。（遅延証明書等）
� その他本人の責任でない真に止むを得ない事情がある場合。（理由書）
（試験時間割の見間違い、仕事の都合などは止むを得ない理由とは認められません。
なお、就職試験のため定期試験を受けられなかった学生は、学科長に相談してくだ
さい。）

手続き

定期試験の受験資格（前記）を満たしており、追試験願を提出できる理由に該当す
る者は、定期試験期間終了日の翌日から数えて３日以内（休日を除く）に、医師の診
断書等欠席理由を証する書面を添えた試験欠席届（追試験願）を工学部・未来科学部
事務部へ提出してください。
追試験の実施に関する詳細（受付スケジュール、追試験の実施の有無、実施日な

ど）は、掲示にてお知らせします。申請した科目の追試験が実施されることとなった
場合は、受験手続き（受験料１科目につき５００円必要）を行なってください。

不正行為

工学部第二部では、カンニングなど不正行為をした場合、退学・停学・訓告などの懲
戒処分になるとともに、当該試験の属する追試験及び試験要領発表後に実施される授
業中実施科目・レポート科目を含めた定期試験の全科目が無効となります。
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４－３ 中間試験

学期の途中で担当教員が随時行なう試験です。

不正行為

工学部第二部では、カンニングなど不正行為をした場合、退学・停学・訓告などの
懲戒処分になるとともに、当該試験科目が無効となります。

４－４ 提出物の期限

履修届・レポート・製図、その他、工学部・未来科学部事務部や担当教員から学生
に提出物を求めるときは、必ず�期限（締切日と締切時間）
が定められます。
期限を過ぎた提出物は一切受付けませんので、必ず、締切日・締切時間を確認し、

指定の時間までに提出してください。
締切時間は指示がない限り窓口取扱い時間と同じです。
実験レポートについては実験室が管理していますので、それらに関する問い合わせ

等は直接実験室にしてください。

５ 成 績

試験の結果は担当教員が採点し、１点きざみの評点が与えられます。６０点以上の評
点を得たときが合格で、その授業科目について定められた単位数が与えられます。こ
れを大学側からみて単位認定、学生側からみて単位修得といいます。
単位認定は、原則としてその授業科目の履修が終わる配当期の終了時点に行なわれ

ます。
一旦単位を修得した授業科目は履修の終了が認定されたわけですから、再度の履修

はできません。

評点と評価

評点は評価におきかえられ、成績通知書・成績証明書などに記載されます。なお、
評点の通知はおこないません。
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評 価
評点・摘要

成績証明書用 成績通知書用
Ｓ Ｓ ９０～１００点

８０～８９点
合格（単位修得）

７０～７９点
６０～６９点

Ａ Ａ
Ｂ Ｂ
Ｃ Ｃ

Ｄ ０～５９点 不合格（単位未修得）
－ 放棄 （下記の注を参照）

※ ＊ 履修中 （現在履修中の意味）
Ｒ Ｒ 認定 （他大学・短期大学等の単位を認定した場合）

ポイント 評 価 評点（１００点法）
４ Ｓ ９０～１００
３ Ａ ８０～８９
２ Ｂ ７０～７９
１ Ｃ ６０～６９

０
Ｄ ０～５９
－ 放 棄

（注）履修届を提出した授業科目を受験しなかったときおよび通常の授業への出席状
態が良くなく、担当教員が履修を途中で放棄したと判断したときは�－
放棄
となる。

成績の通知

年度末までの成績の通知は３月に、前期末までの成績通知は後期授業開始後９月中
旬に行います。詳細はあらかじめ掲示で知らせます。
なお、学期の途中で担当教員から採点報告があっても、個々の発表は行ないません。

成績順位

平成１９年度より、総合的成績評価において、ＧＰＡ（Grade Point Average）を基
本とします。

ＧＰＡ ＝ （単位加重ＧＰの総和）／（履修登録単位の総和）

※ 単位加重ＧＰの総和＝（Ｓ評価の単位数）×４＋（Ａ評価の単位数）×３＋（Ｂ
評価の単位数）×２＋（Ｃ評価の単位数）×１

※ 単位加重ＧＰ（Grade Point）とは、取得した各科目の評価（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ・
Ｄ）に下記の各科目の評価を指数化するグレートポイントを掛けた数値です。

※ 総和には自由科目を含まない。
※ 履修登録単位の総和に、履修中の単位は含まれない。
※ 履修登録単位の総和は、学生に配布した成績通知書に記載の科目を対象とし、同
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じ科目の単位修得するまでにかかった再履修分の履修単位数は含まれない。
※ ＧＰＡの値は小数点第４位を四捨五入した値となります。
※ 用 途
・学部内における判定等

６ 再 履 修

履修した授業科目の単位を修得できなかったときは、その科目の履修をもう一度は
じめからやり直す（再履修）ことになります。
その際、次の点に留意してください。
� 必修科目の単位を修得できなかったときは、必ず再履修する。
� 選択科目の単位を修得できなかったときに再履修するかどうかは、各自の意志に

まかされますが、卒業に必要な単位数は確保するよう再履修科目を決めてください。
	 再履修科目の配当条件に変更があったときは、�再履修方法（新旧授業科目対応

表）
（別掲）を参照し、単位未修得科目に対応する授業科目を誤りなく再履修し
てください。

� 再履修する授業科目の単位数が変更になった場合でも、再履修の結果合格したとき
は、もとの単位数が与えられます。（留年して再履修した場合は新しい単位数となる）

� 再履修科目の担当教員が前年度と変更になった場合は、当該年度担当教員のもと
で再履修してください。

� 再履修科目と正規履修科目とが授業時間割上重複した場合、原則として両科目を
履修することはできません（重複履修の禁止）。（３－３ 履修届時に提出でき
る願・届を参照）

� 再履修科目の履修届・試験などについては、通常の履修の場合と同様です。

７ 進 級 条 件

休学期間を除き２年次に合算して１２ヶ月以上在学（判定時に休学中の者も含む）を
対象に進級条件が設けられています（平成２４年度より変更になりました）。履修の際
は、進級条件を充分考慮し、履修計画をたて学習するようにしてください。進級条件
は下記のとおりです。（社会人コースには進級条件はありません）
�２年生から３年生への進級時に、�の進級条件で判定が実施されます。
�進級条件
・２年終了までに、５０単位以上修得すること。ただし、自由科目は含まない。
・必修科目の各学科の取り扱いは次の通りである。
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〔表１〕
平成２４年度１・２年次生用（電気工学科、電子工学科の１・２年生は下表（表２）の
とおり）

学科名
ＮＥ科 ＮＭ科 ＮＣ科

（電気電子工学科）（機械工学科）（情報通信工学科）

６科目 １２科目 ６科目２年次までの必修
配当科目数

要修得必修科目数 ３科目 ９科目 ４科目

※ 進級判定は、平成２５年度末（２年次末）に実施されます。

〔表２〕
平成２４年度 電気工学科、電子工学科の１・２年次生用

学科名
Ｅ科 Ｄ科

（電気工学科） （電子工学科）

７科目 配当なし２年次までの必修
配当科目数

要修得必修科目数 ４科目 条件なし

※ 電子工学科は１～２年次に必修科目の配当なし
※ 進級判定は、平成２４年度末に実施されます。（電気工学科、電子工学科の１年次生の進

級判定は平成２５年度末に実施されます。）

休学による場合をのぞき、通算して４年の在学をこえてなお進級できないものは除
籍となります。（学則）
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区 分 単位数

共通教育科目
人間科学科目 ８

英 語 科 目 ５

専門教育科目
専門基礎科目

８６
専 門 科 目

任意に選択した科目 ２５

合 計 １２４

８ 卒 業

８－１ 卒業条件（社会人コース学生は社会人コース履修案内を参照してください。）

休学期間を除き４年次に合算して１２ヶ月以上在籍している者を対象に卒業判定を行
います。卒業判定時に休学中の者は対象となりません。
本学部を卒業するためには、次のすべての条件を満たすことが必要です。

卒業条件

� 卒業するために必要な単位数（卒業所要単位数。次表参照）を修得したこと。
� 自分の所属する学科に配当されている必修科目の単位の全部を修得したこと。
	 合計４年以上（８年以内）在学したこと。
� 卒業までに必要な学費及びその他の費用の全額を納入したこと。
� 卒業判定時に休学していないこと。

卒業所要単位数
※特色ある教育を推進するために、卒業所要
単位の中に学生の個性に合わせて選択できる
科目区分が設けられております。
これが、左の表中の�任意に選択した科目

で、修得した場合は、卒業所要単位に２５単位
まで算入できます。
この�任意に選択した科目
とは、人間科

学科目から８単位、英語科目から５単位、専
門教育科目から８６単位を超えて修得した単位
をいいます。

また、他学部他学科科目を履修し、単位修得した科目は表中のそれぞれの区分の選択科目の
単位として取扱われます。（但し、卒業所要単位数として算入できる単位は、他の大学等にお
ける授業科目の履修等と合わせて６０単位を超える事はできません。）

［注］
１．自分の所属する学科の必修科目は、上記単位数に含めて履修しなければならない。
２．公開科目を履修した場合は、該当する科目区分の選択科目として卒業所要単位数に算入できる。
（社会人コース以外の学生が公開科目を履修する場合は他学科科目履修の扱いとなります。）

３．科目区分の卒業所要単位数を超えて履修・修得した科目は、任意に選択した科目区分に含め
る。

４．他学部他学科科目履修により修得した科目は、それぞれの区分の選択科目として扱います。
（自由科目は、自由科目として扱います。）
但し、卒業所要単位数として算入できる単位は、他の大学等における授業科目の履修等と
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合わせて６０単位を超えることはできません。

人間科学科目

人間科学科目から、合計８単位以上修得することが必要です。

英語科目

英語科目から合計５単位以上修得することが必要です。

専門教育科目

各学科において定められた必修科目の単位を含めて、８６単位以上を修得しなければ
なりません。
専門科目は全学科共通の専門科目のほか、各学科の専門分野に応じ、１年次から４

年次にわたり、必修・選択・自由科目の別に開講されています。（自由科目は卒業所
要単位に含まれません）

８－２ 学位記

本学部の卒業生には、学士（工学）の学位が授与されます。卒業時に学位記を授与
します。本学の場合、学位記が卒業証書を兼ねますので、いわゆる卒業証書と称する
ものは授与しません。

８－３ 卒業見込証明書

４年次に進級した学生で一定の科目・単位数の修得要件を満たした者には卒業見込
証明書を発行します。卒業見込証明書は４月上旬から受付けます。発行日については
あらためて掲示により知らせます。

８－４ 卒業見込基準

以下の（１）または（２）の基準を満たす場合に卒業見込証明書を発行します。
休学中の学生には、卒業見込証明書は発行されません。学科に相談して下さい。

（１）４年次前期開始時点で、卒業所要単位数のうち９３単位以上を取得し、１～３年次
に配当された必修科目につき未修得科目が３科目以内（電子工学科を除く）である
こと。

（２）４年次前期終了時点で、単位数１０９単位以上を取得し、１～３年次に配当された
必修科目につき未修得科目が後期配当科目であり、かつ２科目以内であること。
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８－５ 卒業延期（４年次留年）

卒業判定において卒業要件を満たさなかった者は４年次に留年（卒業延期）となり
ます。再び、４年次をやり直すこととなります。再履修方法（新・旧授業科目対応表）
を参照し、履修に間違いのないように注意してください。

８－６ 前期末卒業（卒業条件を満たさず卒業延期になった者対象）

（１） ４年次に合算して１２か月以上在学するものを対象とする。ただし、１２か月以上
の在学には、休学期間を在学期間に含まない。

（２） 前記の条件を満たした者を対象として前期末卒業判定を実施する。判定時に休
学中の者は対象としない。
卒業所要単位数など所定の卒業条件を満たしたときは、前期末卒業（９月１０日付）
となる。

（所定の卒業条件）
卒業条件は、入学した年度に掲示している卒業条件を適用する。

なお、２０１１（平成２３）年度在籍者は、当該年度に適用されているカリキュラムを入
学した年度のカリキュラムと見做し、２０１２（平成２４）年度以降適用する。
留年している者も２０１１（平成２３）年度の正規在籍者のカリキュラムを適用する。

前期末卒業の希望確認（意志確認）の手続きについて
（１） 年度末卒業判定が行なわれ卒業延期者が確定した３月の成績通知後に、学科長
または学生アドバイザーから卒業延期者に対し�前期末卒業制度
が説明されます。
⇒ 卒業延期者は、連絡先（必ず本人と連絡がつく連絡先）の登録を行います。
今後、前期末卒業に関する連絡を学科から行う場合に使用します。

（２） ９月上旬の成績通知後に、�前期末卒業の対象者（前記の卒業条件を満たした
者）に対し、前期末卒業の希望確認（意志確認）を行います。卒業時期の確認手続
きは以下によります。
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○対象学生への卒
業時期の意志確認

前期成績が確定後、前期末卒業判定が実施され、判定結果が
学科長へ通知されます。その結果を受け、学科長又は学生アト
バイザーは、前期末卒業条件を満たした対象者全員に、前期末
卒業（９月１０日付卒業）とするか、または、翌年３月卒業とす
るかの卒業時期の希望を確認します。

○卒業時期の確定 対象学生への意志確認
１）対象学生の意志確認ができ学生が前期末卒業を希望する場
合、または、対象学生の意志確認が出来ない（連絡がつかな
い）場合
⇒ ９月１０日付で卒業となります。
２）対象学生より�翌年３月に卒業したい
旨の申請があった
場合
定められた期間内に�翌年３月に卒業を希望する
旨の申

請書（対象学生及び保証人の署名・捺印が必要）を学部長宛に
提出する事により、翌年３月に卒業時期が変更となります。
※ 後期の在籍となることから学費の支払い義務が発生しま
す。保証人と充分相談し、希望を決定して下さい。

（卒業時期の確認手続）
時期：９月上旬

前期末卒業のための通年科目前期末評価実施願
前年度卒業延期者が通年科目を再履修して前期末卒業を希望する場合は、その科目

の履修届を提出するだけでなく、�前期末卒業のための通年科目前期末評価実施願

を必ず提出しなければなりません。（用紙は工学部・未来科学部事務部にあります。）
（手続き）
卒業延期者のうち、通年科目を前年度までに少なくとも１年間履修し単位未修得の

者で、前期末卒業の可能性があると本人が判断し前期末卒業を希望する者は、前期履
修登録期間に�前期末卒業のための通年科目前期末評価実施願
を１科目につき１部
ずつ提出して下さい。
（１） 通年科目であれば必修科目・選択科目を問いません。
（２） 後期科目はこの手続きの対象外です。
※ 修得できた科目の単位は、前期末卒業できた場合、又、前期末卒業できずに翌
年３月に卒業する場合にも、修得科目として、卒業所要単位数に算入されます。

９ 転 学 部

本学工学部第二部に在学している者が工学部、理工学部、情報環境学部または未来
科学部へ転学部を希望する場合には、次の転学部制度があります。転学部制度は実施
年度により受験資格等が変更する場合がありますので、制度の詳細や最新の情報は、
要項を参照してください。要項は１２月中旬から入試センターで配布します。
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� 工学部第二部から工学部へ
・工学部第二部１年次在籍者：
３６単位以上の単位を取得見込みの者は選考により工学部２年次に転学部ができま
す。このうち、在学中の学業成績が特に優秀な者は推薦により転学部ができます。
志望学科の指定科目の単位を取得していない者は、受験できません。

・工学部第二部２年次在籍者：
６０単位以上の単位を取得見込みの者は選考により、工学部２年次への転学部がで
きます。（本人の希望と受入学科の判定により３年次への転学部になることもあり
ます。） 志望学科の指定科目の単位を取得していない者は、受験できません。
◯注：いずれも他昼間学部への転学部試験に志願しない者

� 工学部第二部から理工学部へ
・工学部第二部１年次在籍者：
３６単位以上の単位を取得見込みであり、第１学年末時点でのＧＰＡ順位が、各学
科第１学年内で上位１０％以内の者は選考により理工学部２年次に転学部ができま
す。

・工学部第二部２年次在籍者：
６８単位以上の単位を取得見込であり、工学部第二部第３年次への進級条件を満た
し、かつ、第２学年末時点でのGPA順位が、各学科第２学年内で上位１０％以内の
者は、選考により理工学部３年次に転学部することができます。
◯注：いずれも他昼間学部への転学部試験に志願しない者

� 工学部第二部から情報環境学部へ
・工学部第二部１年次在籍者：
３６単位以上の単位を取得見込みの者は選考により情報環境学部２年次に転学部が
できます。

・工学部第二部２年次在籍者：
６０単位以上の単位を取得見込みの者は選考により、情報環境学部２年次に転学部
ができます。（本人の希望と受入学科の判定により３年次への転学部になることも
あります。）
◯注：いずれも他昼間学部への転学部試験に志願しない者

� 工学部第二部から未来科学部へ
・工学部第二部１年次在籍者：
３６単位以上の単位を取得見込みの者は選考により未来科学部２年次に転学部する
ことができます。このうち、在学中の学業成績が特に優秀な者は推薦により転学部
することができます。志望学科の指定科目の単位を取得していない者は、受験でき
ません。

・工学部第二部２年次在籍者：
６０単位以上の単位を取得見込みの者は選考により、未来科学部２年次に転学部す
ることができます。（本人の希望と受入学科の判定により３年次に転学部すること
もあります。）志望学科の指定科目の単位を取得していない者は、受験できません。
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◯注：いずれも他昼間学部への転学部試験に志願しない者

１０ そ の 他

１０－１ 学習サポートセンター

大学で学ぶための基礎学力を確実に身に付けることについて、サポートします。
上級学年で学習する科目の理解力（応用力）を高めると共に、高校時代に学習した

内容の理解に不安がある場合にも対応します。

教員構成 本学専任・非常勤教員のほかに、学習サポートセンター指導員らの少数による講義
や質問の対応、指導を行います。

対象科目 特に新入学生から低学年次の学生に開講されている科目（数学・物理・英語科目な
ど）を対象に実施します。東京千住キャンパスに通学している学生であれば、誰で
も利用可能です。

実施形態 �個別指導による学習支援（数学・物理・英語科目などの基礎学力の向上支援のた
めの質問への応対）。

�グループ学習（ミニ講義や補習などの時間割制による講義形式等）。
注意 �数学科目のミニ講義は、講義内容が授業に合わせ、２週程度で変更となり

ます。詳細については、別途掲示にて、お知らせをします。
�英語科目のミニ講義については、掲示または英語系列のホームページを参
照してください。

実施場所 東京千住キャンパス４号館３階 学習サポートセンター ４０３１３
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履 修 案 内
（社会人コース）



履修案内（社会人コース）

この項では、主として社会人コースに在籍する学生のみに関係することがらを中心として説
明しています。ここに記載されていないことについては、一般の学生と同様ですから履修案内
の項にも目を通して十分理解しておいてください。

【１～４年次生共通事項】

授業科目
本年度に開講される授業科目は、各学科の授業科目配当表に示してある授業科目配

当表のとおりです。
授業は授業時間割にしたがって行われます。

履修計画
履修（他学部・他学科含む）においては、科目の配当学年は問われませんので、何
年次に履修しても構いません。ただし、�卒業研究�及びこれに準ずる科目は、配当
学年次に履修しなければなりません。
所属する学科の必修科目については、必ず履修しなければなりません。ただし、情

報通信工学科においては、必修科目を選択科目として取り扱います。
教職課程の履修は、１年次より許可されます。ただし�教育実習セミナー��教育実

習��及びこれに準ずる科目は、配当年次に履修しなければなりません。詳しくは教
職課程ガイダンスに出席の上、確認してください。
履修科目の選択や単位の修得方法については、自分の勉学方針や研究分野をよく見

極めたうえ、最大の効果が得られるよう履修計画をたててください。各個人に社会人
コースアドバイザーが相談を受け付けます。

進級制度
社会人コースには進級条件はありませんが、計画的にバランスよく履修してくださ
い。工学部第二部の一般学生には、２年から３年次への進級条件があり、２年次終了
時には、６０単位程度の単位修得が、４年間での卒業の目安となります。

社会人コース学生としての要件（入学出願時）
１）入学時において、企業等での勤務経験が３年以上の者
２）入学時において、企業等での勤務経験が３年未満の者で、入学後も引き続き企業

等に勤務する予定である者
３）入学後に企業等に勤務することが内定している高校等卒業予定者

身分の変更
次に掲げる者は、社会人コース学生としての身分を失います。
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履修登録の種別 履修方法

１ 自分の所属学科の科目 Web履修

２
工学部第二部内の他学科科目で
�一般学生も履修可能な他学科科目�

Web履修

３ 他学部科目履修登録
Web申請
（履修可否は掲示）

４
教職課程履修科目
（教職課程登録者のみ）

Web履修

１
工学部第二部内の他学科科目で
�一般学生は履修不可の他学科科目�

Web申請
（履修可否は掲示）

� 入学後、企業を退職し、引き続き他の企業に勤務する意思のない者。
� その他、教授会が社会人コース学生として不適当であると認めた者。
上記により社会人コース学生としての身分を失った者は、履修要件、卒業要件等す
べて一般の学生と同様になります。
詳しいことは、工学部第二部社会人コース学生規程を参照してください。

履修登録
所属する学科の学習プログラムを基にして、必要に応じて社会人コースアドバイザ

と学修計画を立て、履修登録を行ってください。社会人コースアドバイザとの履修相
談の方法や期間は掲示にて確認してください。
なお、社会人コース学生の履修登録期間は、一般学生の履修登録期間と同じ期間で

す。指定された期間内に当該学期の履修登録を所定の方法で行ってください。
履修登録の方法は下記�（２）社会人コース特有の履修登録�を除き、一般学生と同

様です。３－２履修登録（Ｐ．５２～）を参照してください。

（１）一般学生と同一手順の履修登録

（２）社会人コース特有の履修登録
勤務の都合等、真にやむを得ない事情により、自学科配当科目と同一科目を他学科

の授業時間割で履修することを希望する場合は、社会人コースアドバイザーに相談
し、承認を得た上で工学部・未来科学部事務部にその旨申し出てください。

なお、社会人コースアドバイザーとの履修に関する相談は各アドバイザーの指定する方法に
より、随時相談することができますが、社会人コース学生の履修登録期間は、一般学生の履修
登録期間と同じ期間です。指定された期間内に履修登録を行なって下さい。
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区 分 単位数 備 考

共通教育科目
人間科学科目 ８ 公開科目含む

英 語 科 目 ５ 公開科目含む

専門教育科目
専門基礎科目

６１ 公開科目含む
専 門 科 目

任意に選択した科目 ５０

合 計 １２４

卒業条件
休学期間を除き４年次に合算して１２ヶ月以上在籍している者を対象に卒業判定を行

います。卒業判定時に休学中の者は対象となりません。
本学部を卒業するためには、次のすべての条件を満たすことが必要です。

� 卒業するために必要な単位数（区分別卒業所要単位数）を修得したこと。
� 自分の所属する学科に配当されている必修科目の単位の全部を修得したこと。
� 合計４年以上（８年以内）在学したこと。
� 卒業までに必要な学費及びその他の費用の全額を納入したこと。
� 卒業判定時に休学していないこと。

表）社会人コース学生の区分別卒業所要単位数（社会人コース卒業をするための条件）

研究室への所属
受け入れ先の研究室の合意があれば、２年次より研究室での活動が認められます。

ただし、４年次までは、卒業研究を履修することはできません。
活動を希望する研究室がある場合は、社会人コースアドバイザーに相談してくださ

い。
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履修上の注意（開講科目対応表）
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資 格・免 許

１ 卒業後取得できる主な資格・免許 …………………………………………………９５

２ 教職課程 ………………………………………………………………………………９７

３ 電気主任技術者 ………………………………………………………………………１１０

４ 第一級・第二級陸上無線技術士 ……………………………………………………１１５

５ 第一級陸上特殊無線技士・第三級海上特殊無線技士 ……………………………１１８

６ 電気通信主任技術者 …………………………………………………………………１２１

７ 電気工事士 ……………………………………………………………………………１２６



卒業後取得できる主な資格・免許

該当学科において、在学中に所定の単位を取得することによって、資格が取得できるもの、
および試験免除等となる主な資格・免許は次のとおりです。

資格・免許名 取 得 条 件 該 当 学 科
所轄官庁

（東京都の場合）

高等学校教諭
１種普通免許

教職課程の項参照
教職課程要覧参照

各 学 科
東京都教育庁
人事部検定課

電気主任技術者
第１種
第２種
第３種

電気主任技術者の項参照
電 気 電 子 工 学 科
電 気 工 学 科

経済産業省
原子力安全・
保安院
関東東北産業
保安監督部
電力安全課

第一級
第二級
陸上無線技術士

第一級・第二級陸上無線技術
士の項参照

電 気 電 子 工 学 科
電 子 工 学 科

関東総合通信
局無線通信部
航空海上課

第一級
陸上特殊無線技士
第三級
海上特殊無線技士

第一級陸上特殊無線技士・第
三級海上特殊無線技士の項参
照

電 気 電 子 工 学 科
電 子 工 学 科
情 報 通 信 工 学 科

関東総合通信
局無線通信部
航空海上課

電気通信主任技術者 電気通信主任技術者の項参照
電 気 電 子 工 学 科
電 子 工 学 科
情 報 通 信 工 学 科

関東総合通信
局情報通信部
電気通信事業
課

電 気 工 事 士
第２種

電気工事士の項参照
電 気 電 子 工 学 科
電 気 工 学 科

（財）電気技術
者試験センタ
ー

弁 理 士 全 学 科
特許庁総務部
秘書課弁理士
係

技 術 士 補
第一次試験のうち、共通科目
の試験が免除となる。

全 学 科
（社）日本技術
士会技術士試
験センター

建設機械施工技士
１級

大学で、機械・建築・電気に
関する学科を卒業した者で、
３年以上の実務経験（そのう
ち１年は指導監督的実務経
験）を有する者は、受験資格
がある。

電 気 電 子 工 学 科
電 気 工 学 科
機 械 工 学 科

（社）日本建設
機械化協会
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資格・免許名 取 得 条 件 該 当 学 科
所轄官庁

（東京都の場合）

消 防 設 備 士
甲種

全 学 科
（情報通信工学科除く）

（財）消防試験
研究センター
中央試験セン
ター

公害防止管理者 全 学 科

（社）産業環境
管理協会公害
防止管理者試
験センター

ボイラー・タービン
主 任 技 術 者

第１種
第２種

所定の経験を経た者は免状の
交付を受けることができる。

機 械 工 学 科
（ただし、熱機関を
修得のこと）

経済産業省
原子力安全・
保安院
関東東北産業
保安監督部
電力安全課

ボイラー技士
特級
１級
２級

ボイラーに関する学科を修め
下記の実務経験を有する者
は、受験資格がある。
特級 ２年以上の実地修習
１級 １年以上の実地修習
２級 ３カ月以上の実地修習

機 械 工 学 科
（ただし、熱機関を
修得のこと）

関東安全衛生
技術センター
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免許状の種類 教 科 取得できる該当学科

高等学校教諭１種免許状
工 業 全学科
情 報 全学科

２ 教 職 課 程

本学部においては、�高等学校教諭１種：工業・情報�の教育職員免許状を取得す
るための教職課程が設けられており、１年次生から履修する事ができます。
教育職員免許状を取得するには、卒業所要単位のほかに、教育職員免許法に定めら

れた�教職に関する科目�および�教科に関する科目�の単位を修得しなければなり
ません。
教職課程の履修方法、教育実習、教育職員免許状の申請などの詳細に関しては、１
年次の後期はじめ（９月）に教職課程ガイダンスを行いますので、教職課程の履修を
希望する人は必ず出席して下さい。また、１年次生以上で教職課程を履修する人には、
常に教職課程掲示板に注意するとともに、別冊の�教職課程要覧�（教職課程ガイダン
ス時に配布）に詳しい履修手続きなどが記載されていますので、参照して下さい。

２－１ 取得できる教育職員免許状の種類および教科

２－２ 免許状取得資格・必要単位数

教育職員免許状を取得しようとする人は、免許状の種類に応じ、次の表に掲げる所
定の単位を修得しなければなりません。

〔平成２０年度以降の入学生用〕

〔平成１９年度以前の入学生用〕

免許状の種類 基礎資格
要 修 得 単 位 数

共通教育科目 教職に関する科目 教科に関する科目

高等学校教諭
１種免許状

学士の称号を
有すること

日本国憲法 ２
体育※１ ２
外国語 ２
情報※２ ２

２７ 工業 ３２
情報 ３２

＊人間科学科目の哲学を修得することが望ましい。

免許状の種類 基礎資格
要 修 得 単 位 数

共通教育科目 教職に関する科目 教科に関する科目

高等学校教諭
１種免許状

学士の称号を
有すること

日本国憲法 ２
体育※１ ２
外国語 ２
情報※２ ２

２４ 工業 ３５
情報 ３５

＊人間科学科目の哲学を修得することが望ましい。
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編入学の場合、専門教育科目で�Ｒ�で表示された科目は、教育職員免許状を取得
しようとするとき、教科に関する科目の単位には２０単位までしか算入されない（ただ
し、何ら課程認定を受けていない大学、短大から編入した学生に限る）ので認定を希
望しないものは、その旨を４月末日までに工学部・未来科学部事務部（教務担当）へ
申し出てください。

２－３ 教職に関する科目

１年次生から履修することができます。
次表に掲げる授業科目のうちから、免許状に応じて単位数を修得しなければなりま

せん。

※１�体育�とは、ここでは実技科目（体育基礎、トリムスポーツ）を指す。
※２要修得単位数中の共通教育科目�情報�の科目一覧

学 部 学 科 科 目 名

工学部第二部

電気電子工学科 コンピュータ基礎�

電気工学科
コンピュータ基礎�
（旧：コンピュータ基礎および演習�）

電子工学科 コンピュータ基礎�
機械工学科 コンピュータ基礎および演習�

情報通信工学科

コンピュータプログラミングおよび演習�
（平成２０年度以降の入学生）
コンピュータ基礎および演習
（平成１９年度以前の入学生）
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〔平成２３年度以降の入学生用〕

免許法上の区分 最低修
得単位 授業科目名 単位数 備考

第

二

欄

教
職
の
意
義
等

に
関
す
る
科
目

教職の意義及び教員の役割

２ 教 職 入 門 ２ 高校免許必修科目
教員の職務内容（研修、服務
及び身分保障等を含む。）

進路選択に資する各種の機会
の提供等

第

三

欄

教
育
の
基
礎
理
論
に
関
す

る
科
目

教育の理念並びに教育に関す
る歴史及び思想

６

教 育 学 概 論 ２ 高校免許必修科目

幼児、児童及び生徒の心身の発
達及び学習の過程（障害のある
幼児、児童及び生徒の心身の発
達及び学習の過程を含む。）

教 育 心 理 学 ２ 高校免許必修科目

教育に関する社会的、制度的
又は経営的事項 教 育 社 会 学 ２ 高校免許必修科目

第

四

欄

教
育
課
程
及
び
指
導
法
に
関
す
る
科
目

教育課程の意義及び編成の方法

６

教 育 課 程 論 ２

高校免許必修科目特別活動の指導法 特 別 活 動 論 １

教育の方法及び技術（情報機
器及び教材の活用を含む。） 教育の方法と技術 ２

各教科の指導法

工業科教育法 ４
高校免許必修科目
免許教科に応じて履修

情報科教育法 ４

道徳の指導法 道 徳 教 育 論 ２ 教職又は教科に関する
科目に充当可能

生
徒
指
導
、
教
育
相
談
及
び

進
路
指
導
等
に
関
す
る
科
目

教育相談（カウンセリングに
関する基礎的な知識を含む。）
の理論及び方法

４

教 育 相 談 ２ 高校免許必修科目

生徒指導の理論及び方法
生徒・進路指導論 ２ 高校免許必修科目

進路指導の理論及び方法

第

五

欄

教
育
実
習

３
教育実習セミナー ２ 高校免許必修科目

教 育 実 習 � ２ 高校免許必修科目

第

六

欄

教
職
実
践
演
習

２ 教職実践演習（高） ２ 高校免許必修科目
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〔平成２２年度入学生用〕

免許法上の区分 最低修
得単位 授業科目名 単位数 備考

第

二

欄

教
職
の
意
義
等

に
関
す
る
科
目

教職の意義及び教員の役割

２ 教 職 概 論 ２ 高校免許必修科目
教員の職務内容（研修、服務
及び身分保障等を含む。）

進路選択に資する各種の機会
の提供等

第

三

欄

教
育
の
基
礎
理
論
に
関
す

る
科
目

教育の理念並びに教育に関す
る歴史及び思想

６

教 育 原 理 ２ 高校免許必修科目

幼児、児童及び生徒の心身の発
達及び学習の過程（障害のある
幼児、児童及び生徒の心身の発
達及び学習の過程を含む。）

教 育 心 理 学 ２ 高校免許必修科目

教育に関する社会的、制度的
又は経営的事項 教 育 社 会 学 ２ 高校免許必修科目

第

四

欄

教
育
課
程
及
び
指
導
法
に
関
す
る
科
目

教育課程の意義及び編成の方法

６

教 育 課 程 論 ２

高校免許必修科目特別活動の指導法 特 別 活 動 論 １

教育の方法及び技術（情報機
器及び教材の活用を含む。） 教育の方法と技術 ２

各教科の指導法

工業科教育法 ４
高校免許必修科目
免許教科に応じて履修

情報科教育法 ４

道徳の指導法 道徳教育の研究 ２ 教職又は教科に関する
科目に充当可能

生
徒
指
導
、
教
育
相
談
及
び

進
路
指
導
等
に
関
す
る
科
目

教育相談（カウンセリングに
関する基礎的な知識を含む。）
の理論及び方法

４

教 育 相 談 ２ 高校免許必修科目

生徒指導の理論及び方法
生徒・進路指導論 ２ 高校免許必修科目

進路指導の理論及び方法

第

五

欄

教
育
実
習

３
教育実習セミナー ２ 高校免許必修科目

教 育 実 習 � ２ 高校免許必修科目

第

六

欄

教
職
実
践
演
習

２ 教職実践演習（高） ２ 高校免許必修科目
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〔平成２０・２１年度の入学生用〕

免許法上の区分 最低修
得単位 授業科目名 単位数 備考

第

二

欄

教
職
の
意
義
等

に
関
す
る
科
目

教職の意義及び教員の役割

２ 教 職 概 論 ２ 高校免許必修科目
教員の職務内容（研修、服務
及び身分保障等を含む。）

進路選択に資する各種の機会
の提供等

第

三

欄

教
育
の
基
礎
理
論
に
関
す

る
科
目

教育の理念並びに教育に関す
る歴史及び思想

６

教 育 原 理 ２ 高校免許必修科目

幼児、児童及び生徒の心身の発
達及び学習の過程（障害のある
幼児、児童及び生徒の心身の発
達及び学習の過程を含む。）

教 育 心 理 学 ２ 高校免許必修科目

教育に関する社会的、制度的
又は経営的事項 教 育 社 会 学 ２ 高校免許必修科目

第

四

欄

教
育
課
程
及
び
指
導
法
に
関
す
る
科
目

教育課程の意義及び編成の方法

６

教 育 課 程 論 ２

高校免許必修科目特別活動の指導法 特 別 活 動 論 １

教育の方法及び技術（情報機
器及び教材の活用を含む。） 教育の方法と技術 ２

各教科の指導法

工業科教育法 ４
高校免許必修科目
免許教科に応じて履修

情報科教育法 ４

道徳の指導法 道徳教育の研究 ２ 教職又は教科に関する
科目に充当可能

生
徒
指
導
、
教
育
相
談
及
び

進
路
指
導
等
に
関
す
る
科
目

教育相談（カウンセリングに
関する基礎的な知識を含む。）
の理論及び方法

４

教 育 相 談 ２ 高校免許必修科目

生徒指導の理論及び方法
生徒・進路指導論 ２ 高校免許必修科目

進路指導の理論及び方法

第

五

欄

総
合
演
習

２ 総 合 演 習 ２ 高校免許必修科目

第

六

欄

教
育
実
習

３
教育実習セミナー ２ 高校免許必修科目

教 育 実 習 � ２ 高校免許必修科目
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〔平成１９年度以前の入学生用〕

免許法上の区分 最低修
得単位 授業科目名 単位数 備考

第

二

欄

教
職
の
意
義
等

に
関
す
る
科
目

教職の意義及び教員の役割

２ 教 職 概 論 ２ 高校免許必修科目
教員の職務内容（研修、服務
及び身分保障等を含む。）

進路選択に資する各種の機会
の提供等

第

三

欄

教
育
の
基
礎
理
論
に
関
す

る
科
目

教育の理念並びに教育に関す
る歴史及び思想

６

教 育 原 理 ２ 高校免許必修科目

幼児、児童及び生徒の心身の発
達及び学習の過程（障害のある
幼児、児童及び生徒の心身の発
達及び学習の過程を含む。）

教 育 心 理 学 ２ 高校免許必修科目

教育に関する社会的、制度的
又は経営的事項 教 育 社 会 学 ２ 高校免許必修科目

第

四

欄

教
育
課
程
及
び
指
導
法
に
関
す
る
科
目

教育課程の意義及び編成の方法

６

教育方法・課程論
（特別活動を含む） ２ 高校免許必修科目特別活動の指導法

教育の方法及び技術（情報機
器及び教材の活用を含む。）

各教科の指導法

工業科教育法 ４
高校免許必修科目
免許教科に応じて履修

情報科教育法 ４

道徳の指導法 道徳教育の研究 ２ 教職又は教科に関する
科目に充当可能

生
徒
指
導
、
教
育
相
談
及
び

進
路
指
導
等
に
関
す
る
科
目

教育相談（カウンセリングに
関する基礎的な知識を含む。）
の理論及び方法

４

教 育 相 談 ２ 高校免許必修科目

生徒指導の理論及び方法
生徒・進路指導論 ２ 高校免許必修科目

進路指導の理論及び方法

第

五

欄

総
合
演
習

２ 総 合 演 習 ２ 高校免許必修科目

第

六

欄

教
育
実
習

３
教育実習セミナー ２ 高校免許必修科目

教 育 実 習 � ２ 高校免許必修科目
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＊高等学校１種免許状�工業�を取得する場合の臨時措置

高等学校教諭１種免許状�工業�を取得する場合は、当分の間、教職に関する科目
の単位の全部または一部を、工業の教科に関する科目の単位で替えられることになっ
ています（教育職員免許法附則１１項）。したがって、教職に関する科目の単位を全く修
得しなくても、前ページ記載の共通教育科目を修得し、かつ工業の教科に関する科目
の�職業指導：４単位�を含め５９単位以上修得することにより、工業の免許状が取得
できます。
しかし、教職に関する科目は教員となるための基本的な科目であり、この措置に頼

ることなく、少なくとも教職入門（教職概論）、教育学概論（教育原理）、教育心理学、
工業科教育法については修得しておくことが必要と思われます。
また、同じ免許状を取得するにしても、教職に関する科目を修得しているといない

とでは、教職についた場合はもちろんのこと、将来社会に出てからの役立ち方にも大
きな差異が出てくることがあります。こうした点からも、教職に関する科目が重要な
科目であることを充分に認識して、できるだけ修得するよう心がけてください。

２－４ 教科に関する科目

取得希望教科によって別表の科目を１年次生から履修する必要があります。

〔工業〕
工学部第二部 ２４年度

免許状の
種類・教科

免許法施行規則に定め
る科目群［教職コード］

最低修得
単位数 該当科目 （ ）内は単位数

高
校
１
種
・
工
業

工業の関係科目
［１６０工業］ １ 科目配当表の教職コード欄参照

職業指導
［１６０工業］ １ 職業指導（４）

網掛け部分の科目を必ず履修し合計３２又は３５単位以上取得のこと。
（注１：網掛け科目は包括的内容を含む科目、注２：合計単位数は入学年度によって異なる）
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〔情報〕
工学部第二部 ２４年度 全学科 （高校１種・情報）
・情報の免許状を取得するために必要な最低修得単位数

免許法施行規則に定め
る科目群［教職コード］

最低修得
単位数 該 当 科 目 （ ）内は単位数

情報社会及び
情報倫理［１３０情�］ １

ＥＤＭＣ 情報化社会と知的財産権（２）、情報化社会とコミュニケーション（２）、
情報倫理（２）

ＮＥ、ＮＭ、ＮＣ 情報化社会と知的財産権（２）、情報倫理（２）、
情報化社会とコミュニケーション（２）

コンピュータ
及び情報処理
（実習を含む）
［１３１情�］

１

Ｅ・Ｄ・Ｍ・ＮＥ・ＮＭ コンピュータ基礎および演習�（２）
ＮＥ 電気電子計測	（２）、制御工学�（２）、制御工学	（２）、コンピュータ基礎	（２）、

ディジタル回路�（２）、ディジタル回路	（２）、計算機アーキテクチャ（２）、
実用情報処理�（２）、実用情報処理	（２）

Ｅ コンピュータ基礎	（２）〔旧：コンピュータ基礎および演習	〕、電気計測	（２）、制御工学�（２）、
制御工学	（２）、制御工学�（２）、ディジタル回路（２）、計算機アーキテクチャ（２）、
計算機システム論（２）、実用情報処理�（２）、実用情報処理	（２）

Ｄ コンピュータ基礎	（２）、ディジタル回路�（２）、ディジタル回路	（２）、
コンピュータ・アーキテクチャ（２）、コンピュータ・ハードウェア（２）、電子計測（２）、
制御工学�（２）、制御工学	（２）、実用情報処理�（２）、実用情報処理	（２）、
アルゴリズムとデータ構造�（２）、アルゴリズムとデータ構造	（２）

ＮＭ、Ｍ コンピュータ基礎および演習	（２）、メカトロニクス概論（２）、制御工学�（２）、
制御工学	（２）、計測工学（２）、コンピュータプログラミングおよび演習（２）、
実用情報処理�（２）、実用情報処理	（２）

ＮＣ 情報通信工学実験（４）〔
２３年入学生より、情報通信工学実験�（２）、情報通信工学実験	（２）〕、
コンピュータプログラミングおよび演習	（２）、データ構造とアルゴリズム�（２）、
データ構造とアルゴリズム	（２）、計測と制御（２）、コンピュータ基礎および演習�（２）、
実用情報処理�（２）、実用情報処理	（２）

Ｃ 情報通信工学実験（５）、コンピュータプログラミングおよび演習（３）、
データ構造とアルゴリズム�（２）、データ構造とアルゴリズム	（２）、計測と制御（２）、
ゲーム工学（２）、コンピュータ基礎および演習�（２）、実用情報処理�（２）、実用情報処理	（２）

情報システム
（実習を含む）
［１３２情�］

１

Ｅ・Ｄ・Ｍ・ＮＥ・ＮＭ 情報システムの基礎および演習（２）
ＮＥ ロボット工学（２）、システム工学（２）
Ｅ メカトロニクス（２）
Ｄ ロボット工学（２）、データ解析（２）
ＮＭ、Ｍ 機械設計製図	（２）、ロボット工学（２）、システム工学（２）
ＮＣ 情報通信プロジェクト（４）、データベース（２）、

情報システム論（２）、情報システムの基礎および演習（２）
Ｃ 情報通信プロジェクト（５）、データベース（２）、データベースプログラミング（２）、

情報システム論（２）、情報システムの基礎および演習（２）

情報通信
ネットワーク
（実習を含む）
［１３３情�］

１

Ｅ・Ｄ・Ｍ・ＮＥ・ＮＭ 情報通信ネットワークの基礎および演習（２）
ＮＥ 通信方式（２）、情報理論（２）
Ｅ 通信概論（２）、情報工学（２）、システム工学（２）
Ｄ 情報理論（２）、通信方式（２）
ＮＣ、Ｃ 情報通信メディア基礎（２）、通信ネットワーク（２）、情報ネットワーク�（２）、

情報ネットワーク	（２）、ネットワークセキュリティ（２）、
情報通信ネットワークの基礎および演習（２）、インターネットプログラミング（２）

マルチメディア
表現及び技術
（実習を含む）
［１３４情
］

１

Ｅ・Ｄ・Ｍ・ＮＥ・ＮＭ マルチメディア表現技術の基礎および演習（２）
ＮＥ マルチメディア工学（２）
Ｅ マルチメディア工学（２）
Ｄ 音響工学（２）、マルチメディア工学（２）
ＮＭ、Ｍ 機械設計製図�（２）、計算機援用設計（２）、マルチメディア工学（２）
ＮＣ、Ｃ メディア表現学（２）、コンピュータグラフィックスとアニメーション（２）、

コンピュータグラフィックスとモデリング（２）、音メディア情報学（２）、画像処理工学（２）、
マルチメディア表現技術の基礎および演習（２）、マルチメディア工学（２）

情報と職業［１３５情�］ １ 全学科 情報と職業（２）
網掛け部分の科目を必ず履修し合計３２又は３５単位以上取得のこと。
（注１：網掛け科目は包括的内容を含む科目、注２：合計単位数は入学年度によって異なる）
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参 考
教育職員免許法 第六条に�３．一以上の教科についての教諭の免許状を有する者に他の教科に
ついての教諭の免許状を授与するため行う教育職員検定は、第一項の規定にかかわらず、受験
者の人物、学力及び身体について行う。この場合における学力の検定は、前項の規定にかかわ
らず、別表第四の定めるところによって行わなければならない。�とあります。この法に基づき
工学部第二部の学生は高校：工業又は情報免許の取得の上卒業後、個人申請を行うことによっ
て、高校：数学の免許状を取得することができます。しかしこの場合昼間学部の数学の科目を
取得しなければなりません。具体的履修方法に関しては、教職課程ガイダンスおよび教職課程
掲示板において確認してください。
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２－５ 教職課程の履修手続

教職課程履修願（用紙（工学部・未来科学部事務部：教務担当で配布）の提出と履修
届は、正規の授業科目と同時に）。

↓
教職課程履修費（１０，０００円）の納入（指定期日に経理部（会計担当）へ）。

↓
教職課程履修券の発行。

２－６ 教育実習

教育実習は、４年次生のとき、中学校または高等学校において２週間以上にわたっ
て教育活動（教壇実習および生徒指導等）に参加することによっておこなわれます。
但し高等学校教諭１種免許状�工業�を前記の臨時措置により取得しようとする場合
にかぎり、必ずしも教育実習をおこなう必要はありません。

（１）教育実習�・履修の条件

�４年次生で、１年次生から教職課程を履修し、原則として教職入門（教職概論）・
教育学概論（教育原理）・教育心理学・教育実習セミナー・教育実習をする教科に
係わる教科教育法の単位を修得していること。

�教員免許状取得見込み確実で、教職に就く意思があること。
�伝染の恐れのある疾病若しくは教育実習を行なう上で妨げとなる機能上の欠陥又は
精神障害がないこと。

�学校の正常な教育活動を妨げないこと。（�から�は、�東京都公立学校教育実習
取扱要綱�による。）


教育実習校は原則として、自分の出身中学、高等学校と交渉し内諾を得る事の出来
る者。

�教育実習校の内諾を得た者全てが教育実習を許可されるわけではありません。３年
次の後期に学業成績、教職課程履修状況、単位取得状況などを調査し、必要がある
と判断された者は、�教育実習生の適性検査�（面接）を実施します。実習生として
の適正に欠けると判断されたものには、教育実習の中止を勧告します。

（２）教育実習校について

都内公立学校の実習受入れ数は非常に少なく、東京電機大学高等学校の受入れ数も
制限があるので、下記の個人交渉校で実習するように努めてください。
・個人交渉校 自分の出身高等学校など縁故のある都内私立学校または他府県公立・
私立校で、個人交渉により実習を認められた学校。実習日時・教科が内定したら工
学部・未来科学部事務部（教務担当）へ連絡してください。その連絡に基づいて本学
部で作成する教育実習依頼状などを、実習校の校長に提出しなければなりません。
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【教育実習校（母校）の内諾について】
＊教職課程履修者の３年生で、次年度教育実習を行うものは、３年次前期（６月中）
までに教育実習の内諾を母校にてもらい、その旨を工学部・未来科学部事務部（教
務担当）まで連絡して下さい。

＊内諾の依頼を母校に行う際には、事前に電話連絡を行い、先方の指定の日時に学校
を訪問すること。その際に、教職志望者としての服装・言動に十分注意するように
して下さい。

＊報告のない者の教育実習は、基本的に行えませんので必ず報告するようにしてくだ
さい。

（３）教育実習の手続

教育実習願の提出（用紙は工学部・未来科学部事務部（教務担当））。
↓

教育実習費（実習校によって異なる実費のみ納入）
↓

下記の書類を用意（工学部・未来科学部事務部（教務担当）で用意。実習生が実習校
へ携行）。
１）誓約書

東京都公立校で実習する場合
２）身体に関する証明書
３）教育実習評価表
４）教育実習終了証明
５）教育実習日誌（実習生各自で用意すること）
６）出勤簿

（４）教育実習上の注意

実習期間中は、将来教壇に立つのに恥ずかしくない実習をする。
教育実習が終了したらすみやかに、３）教育実習評価表、４）教育実習終了証明、

５）教育実習日誌を工学部・未来科学部事務部（教務担当）へ提出してください。ま
た実習後、実習生は実習校へ礼状を欠かすことのないよう十分留意してください。

２－７ 教育職員免許状の申請・交付・証明

教育職員免許状の授与権者は各都道府県の教育委員会ですが（教育職員免許法第５
条第６項）、その授与申請には次の二つの方法があります。

（１）個人申請 卒業後（４月中旬以降）、個人で直接、居住地の都道府県教育委員会で免許状の
交付を受ける方法。

（２）一括申請 授与申請は上記の個人申請が原則ですが、卒業式当日に免許状交付を必要とす
る人については、工学部・未来科学部事務部（教務担当）でその事務を代行し、東
京都教育委員会に一括申請をおこないます。
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氏 名 館 階 室番号

教 授 大 江 正比古 ４号館 ９ ４０９１５Ｂ

※ 教 授 広 石 英 記 ４号館 ９ ４０９１２Ｂ

准 教 授 黒 沢 学 ４号館 ９ ４０９１４Ｂ

准 教 授 金 築 智 美 ４号館 ９ ４０９１５Ａ

（３）一括申請の場合の手続と免許状の交付

１）５月に一括申請希望届を受付け、１月末に宣誓書に署名・捺印をし、手数料を添
えて指定の期日に工学部・未来科学部事務部（教務担当）ヘ提出してください。

２）これに基づき、東京都教育委員会による一括審査がおこなわれます。但し、授与
願の記入不備等で不可となった場合は、卒業後の個人申請となりますから、注意し
て手続きしてください。

３）一括審査に合格した人に対しては、卒業式当日に免許状を交付します。そのさい、
印鑑と教職課程履修券を持参してください。

（４）免許状取得見込証明書

教員採用試験を受験するさい必要になる免許状取得見込証明書は、現在履修中の授
業科目も取得見込として工学部・未来科学部事務部（教務担当）で発行します。

（５）免許状取得証明書

卒業後、免許状取得証明書が必要になったときは、東京都教育委員会へ請求するこ
とができますが、免許状の再発行はおこなわれません。

２－８ 大学院で取得できる�専修免許状�について

大学院では、自分の所属する専攻学科の�教科に関する科目�を２４単位以上修得し
課程を修了すれば専攻ごとに認定された教科の�専修免許状�が取得できます。
そのためには、学部において�１種免許状�を取得するか、またはそれに必要な科

目・単位を修得していることが必要です。

２－９ 教職課程担当教員

※印教員：教職課程主任
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教職課程履修手続から免許状交付まで

年

月
１ 年 生 ２ 年 生 ３ 年 生 ４ 年 生

４月上旬
教育実習セミナー

都内公立校教育実習予定者面接

中旬
共通教育科目・教科に関す

る科目履修申告履修開始

教育実習希望受付（～９月

まで）

実習校までの交通機関調査

教育実習予定者提出書類準備

５月中旬
教育実習費納入（実費）

免許状一括申請希望届提出

６月
教育実習�

実習後、教育実習日誌提出

７月下旬

９月上旬
教職課程ガイダンス

夏 期 集 中 講 義

（ ２ ・ ３ ・ ４ 年 生 ）

９月中旬
教職に関する科目

履修申告、履修開始

教育実習校内諾〆切

�教育実習セミナー�の履修

下旬 教職課程履修費納入 教育実習生の適性検査（面接）

１０月

１１月

１２月

１月中旬

下旬

免許状一括申請者

�免許状取得申請書�提出

授与願確認、署名、捺印

２月

３月中旬 免許状交付

下旬

～
～

＊平成２２年度以降の教職課程履修者は、教育職員免許法の改正により新設された�教職実践演習４年、２単位�が必修科目となる
とともに、４年間の教職課程での学習の振り返りが可能なポートフォリオの役割が期待される�履修カルテ�を各自が記載し保存
することが義務付けられています。�履修カルテ�の記載内容や記載方法に関しては、授業中の指示もしくは教職課程の掲示によ
り周知します。
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電気主任技術者（電気電子工学科・電気工学科）

電気主任技術者

事業用電気工作物を設置する者は、事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安の
監督をさせるため、経済産業省令で定めるところにより、主任技術者免状の交付を受けている
者のうちから、主任技術者を選任しなければならない。
４ 主任技術者は、事業用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安の監督の職務を誠実
に行わなければならない。

（電気事業法第４３条第１項及び第４項抜粋）

免状の種類（電気主任技術者の項抜粋）

次の３種類があり、それぞれ保安の監督ができる範囲が定められています。

（電気事業法第４４条・同法施行規則５６条）

学歴または資格、および実務経験による免状取得

電気電子工学科・電気工学科在学中に、Ａ表の科目区分ごとに必要単位数以上の単位数を修
得し、卒業後に、Ｂ表の実務経験を有すれば、免状の種類に応じて申請により電気主任技術者
免状が取得できます。

Ａ表－１ 必要単位数および授業科目
（電気電子工学科 平成２５年３月卒業者に適用） ●印は必修科目

科目区分 必要単位数 授業科目名 配 当
単位数 備 考

１．電気・電子工学等の
基礎

１７単位以上 ●電磁気学および演習�
電磁気学および演習	

●回路理論および演習�
●回路理論および演習	
回路理論および演習�
回路理論および演習�
過渡現象

４
４
２
２
２
２
２

電気電子計測�
電気電子計測	

２
２

いずれか１科目は修
得すること

電子デバイス�
電子デバイス	
電子回路�
電子回路	

２
２
２
２

免状の種類 保安の監督をすることができる範囲

第１種電気主任技術者 事業用電気工作物の工事、維持および運用

第２種電気主任技術者 電圧十七万ボルト未満の事業用電気工作物の工事、維持及び運用

第３種電気主任技術者
電圧五万ボルト未満の事業用電気工作物（出力五千キロワット以
上の発電所を除く）の工事、維持及び運用
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Ａ表－２ 必要単位数および授業科目
電気工学科（平成２５年３月卒業者に適用） ●印は必修科目

ディジタル回路�
ディジタル回路	

２
２

３４

２．発電、変電、送電、
配電、電気材料等
（電力科目）

７単位以上 発電工学 ２ 必ず修得すること

電力系統工学�
電力系統工学	

２
２

いずれか１科目は修
得すること

電気電子材料 ２ 必ず修得すること

高電圧工学
システム工学

２
２

１２

３．電気・電子機器、自
動制御、電気エネル
ギーの利用および情
報伝送・処理等
（機械科目）

１０単位以上 電気機器�
電気機器	

２
２

いずれか１科目は修
得すること

パワーエレクトロニクス ２ 必ず修得すること

制御工学�
制御工学	

２
２

いずれか１科目は修
得すること

ロボット工学
計算機アーキテクチャ
コンピュータ基礎�
コンピュータ基礎	
情報理論

２
２
２
２
２

２０

４．電気法規・電気施設
管理

１単位以上 電気法規 ２ 必ず修得すること

実験・実習 ６単位以上 ●電気電子工学基礎実験�
●電気電子工学基礎実験	
●電気電子工学実験�
●電気電子工学実験	

２
２
２
２

８

設計・製図 ２単位以上 電機設計および電気製図 ２ 必ず修得すること

計 ４３単位以上 ７８

科目区分 必要単位数 授業科目名 配 当
単位数 備 考

１．電気・電子工学等の
基礎

１７単位
以上

●電磁気学および演習�
電磁気学および演習	
高周波電磁気学

●回路理論および演習�
●回路理論および演習	
回路理論および演習�
回路理論および演習�
過渡現象

４
４
２
２
２
２
２
２

電気計測�
電気計測	

２
２

いずれか１科目は修
得すること

電子デバイス� ２
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注意事項
１、原則として在学中に修得したものに限ります。
２、単位不足についての対応は以下のとおりです。
�卒業後３年以内であれば科目等履修生制度で補充することができますが、Ａ表の科目区
分ごとに１科目のみです。

電子デバイス	
電子回路�

２
２

電子回路	
ディジタル回路

２
２

３４

２．発電、変電、送電、
配電、電気材料等
（電力科目）

７単位以上 発電工学�
発電工学	

２
２

いずれか１科目は修
得すること

電力系統工学�
電力系統工学	

２
２

いずれか１科目は修
得すること

電気電子材料 ２ 必ず修得すること

高電圧工学
システム工学

２
２

１４

３．電気・電子機器、自
動制御、電気エネル
ギーの利用および情
報伝送・処理等
（機械科目）

１０単位以上 電気機器�
電気機器	

２
２

いずれか１科目は修
得すること

パワーエレクトロニクス ２ 必ず修得すること

制御工学�
制御工学	

２
２

いずれか１科目は修
得すること

制御工学�
照明工学
ドライブシステム
メカトロニクス
計算機アーキテクチャ
コンピュータ基礎および演習�
コンピュータ基礎および演習	
情報工学

２
２
２
２
２
３
３
２

２８

４．電気法規・電気施設
管理

１単位以上 電気法規 ２ 必ず修得すること

実験・実習 ６単位以上 ●電磁気学実験�
●電磁気学実験	
●電気工学実験�
●電気工学実験	

２．５
２．５
２．５
２．５

１０

設計・製図 ２単位以上 電機設計および電気製図 ２ 必ず修得すること

計 ４３単位以上 ９０
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�国家試験の電気主任技術者試験（第一次試験）に合格することにより、不足単位を補う
ことができますが、以下の点に留意してください。（卒業後４年以降も有効です）
・受験できる科目は�法規�を含む２科目までとされ、試験科目はＡ表の科目区分の２．
（電力科目）、３．（機械科目）に限られています。

３、各科目区分ごとの�必要単位数�は省令上の�必要最低限の単位数�ですから、相当数
上まわる単位数を修得しておいてください。

前ページにより、電気主任技術者免状を取得しようとする場合は、最寄りの産業保
安監督部、電力安全課（那覇産業保安監督事務所は、保安監督課）となります。

北海道産業保安監督部電力安全課
〒０６０－０８０８ 札幌市北区北八条西２丁目１－１ 札幌第一合同庁舎

Tel ０１１－７０９－１７２５
関東東北産業保安監督部東北支部電力安全課
〒９８０－００１４ 仙台市青葉区本町３丁目２－２３ 仙台第２合同庁舎

Tel ０２２－２６３－１１１１（代表）
関東東北産業保安監督部電力安全課
〒３３０－９７１５ さいたま市中央区新都心１－１ さいたま新都心合同庁舎１号
館１１階

Tel ０４８－６００－０３８８
中部近畿産業保安監督部電力安全課
〒４６０－８５１０ 名古屋市中区三の丸２丁目５－２ 中部経済産業局総合庁舎３階

Tel ０５２－９５１－２８１７
中部近畿産業保安監督部北陸産業保安監督署
〒９３０－０８５６ 富山市牛島新町１１－７ 富山地方合同庁舎３階

Tel ０７６－４３２－５５８０

Ｂ表 実務経験（学歴による区分→大学若しくはこれと同等以の教育機関の項抜粋）

免状の種類
実 務 の 経 験

実 務 の 内 容 経 験 年 数

第１種
電気主任技術者

電圧５万ボルト以上の電気工作物の
工事、維持または運用

卒業前の経験年数の２分の１と卒業
後の経験年数との和が５年以上

第２種
電気主任技術者

電圧１万ボルト以上の電気工作物の
工事、維持または運用

卒業前の経験年数の２分の１と卒業
後の経験年数との和が３年以上

第３種
電気主任技術者

電圧５００ボルト以上の電気工作物の
工事、維持または運用

卒業前の経験年数の２分の１と卒業
後の経験年数との和が１年以上
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中部近畿産業保安監督部近畿支部管理課
〒５４０－８５３５ 大阪市中央区大手前１丁目５－４４ 合同庁舎１号館

Tel ０６－６９６６－６０６１
中国四国産業保安監督部電力安全課
〒７３０－００１２ 広島市中区上八丁堀６－３０ 広島合同庁舎２号館４階

Tel ０８２－２２４－５７４２
中国四国産業保安監督部四国支部電力安全課
〒７６０－８５１２ 高松市サンポート３－３３ 高松サンポート合同庁舎５階

Tel ０８７－８１１－８５８２（代表）
九州産業保安監督部電力安全課
〒８１２－００１３ 福岡市博多区博多駅東２丁目１１－１ 福岡合同庁舎本館８階

Tel ０９２－４８２－５５１９～５５２２
那覇産業保安監督事務所保安監督課
〒９００－０００６ 那覇市おもろまち２丁目１－１ 那覇第２地方合同庁舎１号館４階

Tel ０９８－８６６－６４７４

（注）・電気主任技術者用の単位取得証明書は工学部・未来科学部事務部で発行します
が、通常の単位取得証明書は使用できません。
経済産業省の定めた様式がありますので必ず�電気主任技術者用単位取得証明
書�を申し込んで下さい。

・国家試験関係は下記に問合わせて下さい。
�電気技術者試験センター（http://www.shiken.or.jp/）
（〒１０４－８５８４ 中央区八丁堀２－９－１ 秀和東八重洲ビル８階）

TEL．０３－３５５２－７６９１
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第一級・第二級陸上無線技術士
（電気電子工学科・電子工学科）

陸上無線技術士

電波法に定められる放送局などの全ての無線設備の技術操作及び設備管理を行うことができ
る技術者です。

資格の種類と操作範囲（本学が認定されている資格のみ抜粋）

（電波法第４０条・無線従事者の操作の範囲等を定める政令から抜粋）

国家試験科目の一部免除

電気電子工学科、電子工学科在学中に、次ページの表の科目区分ごとに必要単位数以上の単
位数を修得して卒業すれば、第一級および第二級陸上無線技術士国家試験の試験科目�無線工
学の基礎�が免除されます。ただし、卒業の日から３年以内に限られます。

（無線従事者規則第７条）

免許の種類 操 作 範 囲

第一級陸上無線技術士 無線設備の技術操作

第二級陸上無線技術士

次に掲げる無線設備の技術操作
� 空中線電力２キロワット以下の無線設備（テレビジョン放

送局の無線設備を除く）
� テレビジョン放送局の空中線電力５００ワット以下の無線設備
� レーダーで�に掲げるもの以外のもの
� �および�に掲げる無線設備以外の無線航行局の無線設備
で９６０メガヘルツ以上の周波数の電波を使用するもの
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�無線工学の基礎�免除のために必要な修得科目・単位数

電気電子工学科（平成２５年３月卒業者適用）
●印は必修科目

認定基準に定められた科目
（必要時間数）

電気電子工学科対応科目
（単位数） 時間数 単位修得の要件

基

礎

専

門

教

育

科

目

数 学
（２１０）

線形代数学� （２）
線形代数学	 （２）
●微分積分学および演習�（４）
微分積分学および演習	（４）
微分方程式� （２）
微分方程式	 （２）

３０
３０
６０
６０
３０
３０

２１０時間分を修得す
ること

物 理
（１０５）

物理学� （２）
物理学	 （２）
物理学� （２）
物性物理学 （２）

３０
３０
３０
３０

必ず修得すること

電 磁 気 学
（１２０）

●電磁気学および演習� （４）
電磁気学および演習	 （４）

６０
６０ 必ず修得すること

電 気 回 路
（１２０）

●回路理論および演習� （２）
●回路理論および演習	 （２）
回路理論および演習� （２）
回路理論および演習� （２）
過渡現象 （２）

３０
３０
３０
３０
３０

１２０時間分を修得す
ること

半導体及び電子管並
びに電子回路の基礎

（９０）

電子デバイス� （２）
電子回路� （２）
電子回路	 （２）

３０
３０
３０

必ず修得すること

電 気 磁 気 測 定
（１８０）

電気電子計測� （２）
電気電子計測	 （２）
●電気電子工学基礎実験�（２）
●電気電子工学基礎実験	（２）

３０
３０
６０
６０

必ず修得すること
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電子工学科（平成２５年３月卒業者に適用）

国家試験

年２回（７月・１月）に行なわれ、詳しいことは、官報に公示されます。
�財団法人 日本無線協会�によって実施されます。試験申請書など必要な手続や質問等に

ついては、下記に問い合わせください。

�日本無線協会本部 （http://www.nichimu.or.jp/）
〒１０４－００５３ 中央区晴海３丁目３－３

TEL．０３－３５３３－６０２２

認定基準に定められた科目
（必要時間数）

電子工学科対応科目
（単位数） 時間数 単位修得の要件

基

礎

専

門

教

育

科

目

数 学
（２１０）

線形代数学� （２）
線形代数学	 （２）
微分積分学および演習�（４）
微分積分学および演習	（４）
微分方程式� （２）
微分方程式	 （２）

３０
３０
６０
６０
３０
３０

２１０時間分を修得す
ること

物 理
（１０５）

物理学�Ａ （２）
物理学�Ｂ （２）
物理学	Ａ （２）
物理学	Ｂ （２）

３０
３０
３０
３０

必ず修得すること

電 磁 気 学
（１２０）

電磁気学� （２）
電磁気学	 （２）
電磁気学演習� （２）
電磁気学演習	 （２）

３０
３０
３０
３０

同 上

電 気 回 路
（１２０）

電気回路� （２）
電気回路	 （２）
電気回路演習 （２）
過渡現象 （２）

３０
３０
３０
３０

同 上

半導体及び電子管並
びに電子回路の基礎

（９０）

電子デバイス工学� （２）
電子現象 （２）
電子回路入門� （２）
電子回路入門	 （２）

３０
３０
３０
３０

�電子回路入門�・
電子回路入門	�を
含めて９０時間分を修
得すること

電 気 磁 気 測 定
（１８０）

電子計測 （２）
電子工学基礎実験� （２．５）
電子工学基礎実験	 （２．５）

３０
７５
７５

必ず修得すること
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第一級陸上特殊無線技士・第三級海上特殊無線技士
（電気電子工学科・電子工学科・情報通信工学科）

業務内容

第一級陸上特殊無線技士
電気通信事業者・電力会社・放送事業社・公共機関などで利用されるマイクロ波の多重無線

設備の操作や第二級・第三級陸上特殊無線技士の操作範囲であるタクシー、トラックなどの陸
上移動関係の通信を行う無線局の操作に必要な免許です。

第三級海上特殊無線技士
沿岸漁業用の小型漁船、モーターボートなどのレジャー船舶に開設した船舶局の操作に必要

です。

資格の種類と操作範囲
（無線従事者の操作の範囲等を定める政令から抜粋）

資格の種類 操 作 範 囲

第一級陸上特殊無線技士

一、陸上の無線局の空中線電力５００ワット以下の多重無線設備（多
重通信を行うことができる無線設備でテレビジョンとして使
用するものを含む。）で３０メガヘルツ以上の周波数の電波を使
用するものの技術操作

二、前号に掲げる操作以外の操作で第二級陸上特殊無線技士の操
作の範囲に属するもの

第三級海上特殊無線技士

一、船舶に施設する空中線電力５ワット以下の無線電話（船舶地
球局及び航空局の無線電話であるものを除く。）で２５０１０キロ
ヘルツ以上の周波数の電波を使用するものの国内通信のため
の通信操作及びその無線電話（多重無線設備であるものを除
く。）の外部の転換装置で電波の質に影響を及ぼさないものの
技術操作

二、船舶局及び船舶のための無線航行局の空中線電力５キロワッ
ト以下のレーダーの外部の転換装置で電波の質に影響を及ぼ
さないものの技術操作

－ 118－



資格取得のための要件

電気電子工学科、電子工学科または情報通信工学科在学中に、次の表の科目区分ごとに必要
な科目を修得して卒業した後、自分の住所を所轄する電気通信監理局に履修内容を証明するこ
とで資格が得られます。

第一級陸上特殊無線技士及び第三級海上特殊無線技士免状を取得しようとする場合は，最寄
りの総合通信局となります。

関東総合通信局 無線通信部 航空海上課
〒１０２－８７９５
東京都千代田区九段南１－２－１（九段第３合同庁舎）
電話：０３－６２３８－１７４９
URL:http://www.soumu.go.jp/soutsu/kanto/

第一級陸上特殊無線技士の資格を取得するために修得すべき科目

電気電子工学科（平成２５年３月卒業者に適用）

情報通信工学科（平成２５年３月卒業者に適用）

区 分 授 業 科 目 名

無線機器学その他無線機器に関する科目
ワイヤレスシステム工学
通信システム

電磁波工学その他空中線系及び電波伝搬に関する科目 電波工学

電子計測その他無線測定に関する科目 計測と制御

電波法規その他電波法令に関する科目 通信法規

区 分 授 業 科 目 名

無線機器学その他無線機器に関する科目 無線機器学

電磁波工学その他空中線系及び電波伝搬に関する科目 光・電磁波工学

電子計測その他無線測定に関する科目
電気電子計測�
電気電子計測	
高周波回路

電波法規その他電波法令に関する科目 通信法規
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電子工学科（平成２５年３月卒業者に適用）

第三級海上特殊無線技士の資格を取得するために修得すべき科目

電気電子工学科（平成２５年３月卒業者に適用）

情報通信工学科（平成２５年３月卒業者に適用）

電子工学科（平成２５年３月卒業者に適用）

区 分 授 業 科 目 名

無線機器学その他無線機器に関する科目 無線機器学

電磁波工学その他空中線系及び電波伝搬に関する科目 光・電磁波工学

電波法規その他電波法令に関する科目 通信法規

区 分 授 業 科 目 名

無線機器学その他無線機器に関する科目
ワイヤレスシステム工学
通信システム

電磁波工学その他空中線系及び電波伝搬に関する科目 電波工学

電波法規その他電波法令に関する科目 通信法規

区 分 授 業 科 目 名

無線機器学その他無線機器に関する科目 無線機器学

電磁波工学その他空中線系及び電波伝搬に関する科目 電磁波工学

電子計測その他無線測定に関する科目
電子計測
高周波回路

電波法規その他電波法令に関する科目 通信法規

区 分 授 業 科 目 名

無線機器学その他無線機器に関する科目 無線機器学

電磁波工学その他空中線系及び電波伝搬に関する科目 電磁波工学

電波法規その他電波法令に関する科目 通信法規
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６ 電気通信主任技術者
（電気電子工学科・電子工学科・情報通信工学科）

電気通信主任技術者

電気通信主任技術者は、事業用電気通信設備の工事・維持及び運用に関する事項を監督する
資格者を言い、事業の規模、範囲等により必要とされる資格者証の種類が異なります。

（電気通信事業法第４５条）

資格者証の種類と監督の範囲

（電気通信主任技術者規則第６条抜粋）

国家試験科目の一部免除

電気電子工学科、電子工学科または情報通信工学科在学中に、次ページの表の科目区分ごと
に必要単位数以上の単位数を修得すれば、在学中でも国家試験受験の際に試験科目のうち１科
目（電気通信システム）が免除されます。

国家試験実施

試験申請の手続および受験については、受験希望地を担当する財団法人日本データ通信協会
（http://www.shiken.dekyo.or.jp/center.html）に問合わせてください。
財団法人日本データ通信協会 電気通信国家試験センター
〒１７０－８５８５ 豊島区巣鴨２－１１－１ 巣鴨室町ビル６階 TEL．０３－５９０７－６５５６

資格者証の種類 監 督 の 範 囲

伝送交換主任技術者
電気通信事業法第四十一条第一項及び第二項の電気通信事業の用
に供する伝送交換設備並びにこれらに附属する設備の工事、維持
及び運用

線路主任技術者
電気通信事業法第四十一条第一項及び第二項の電気通信事業の用
に供する線路設備並びにこれらに附属する設備の工事、維持及び
運用
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�電気通信システム�免除のために必要な修得科目・単位数

電気電子工学科（平成２５年３月卒業者に適用）
●印は必修科目

認定基準に定められた科目
（必要時間数）

電気電子工学科対応科目
（単位数） 時間数 単位修得の要件

基

礎

専

門

教

育

科

目

数 学
（６０）

●微分積分学および演習�（４）
線形代数学� （２）
線形代数学	 （２）

６０
３０
３０

物 理 学
（６０）

物理学� （２）
物理学	 （２）

３０
３０ 必ず修得すること

電 磁 気 学
（６０）

●電磁気学および演習� （４）
電磁気学および演習	 （４）

６０
６０

電 気 回 路
（６０）

●回路理論および演習� （２）
●回路理論および演習	 （２）

３０
３０ 必ず修得すること

電 子 回 路
（６０）

電子回路� （２）
電子回路	 （２）

３０
３０ 必ず修得すること

デ ィ ジ タ ル 回 路
（３０）

ディジタル回路� （２）
ディジタル回路	 （２）

３０
３０

情 報 工 学
（３０） 情報理論 （２） ３０ 必ず修得すること

電 気 計 測
（６０）

電気電子計測� （２）
電気電子計測	 （２）
●電気電子工学基礎実験� （２）
●電気電子工学基礎実験	 （２）

３０
３０
６０
６０

専
門
教
育
科
目

伝 送 線 路 工 学
（３０）

交 換 工 学
（３０）

電気通信システム
（３０）

高周波回路 （２）

※通信工学の基礎 （２）

通信方式 （２）

３０

３０

３０

必ず修得すること

※印は情報通信工学科の科目ですが、履修登録期間中に�他学部他学科科目履修願�
を提出することにより履修可能です。
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情報通信工学科（平成２４年度入学者から適用予定）
●印は必修科目

認定基準に定められた科目
（必要時間数）

情報通信工学科対応科目
（単位数） 時間数 単位修得の要件

基

礎

専

門

教

育

科

目

数 学
（６０）

線形代数学� （２）
線形代数学	 （２）
微分積分学および演習	（４）
微分方程式� （２）

３０
３０
６０
３０

物 理 学
（６０）

物理学� （２）
応用物理学 （２）

３０
３０ 必ず修得すること

電 磁 気 学
（６０）

電磁気学の基礎および演習（３）
電磁気学の応用 （２）

４５
３０ 同上

電 気 回 路
（６０）

●電気回路の基礎および演習（２）
回路網の基礎 （２）

３０
３０ 同上

電 子 回 路
（６０）

エレクトロニクスの基礎（２）
エレクトロニクスの応用（２）

３０
３０ 同上

デ ィ ジ タ ル 回 路
（３０） 論理回路および論理設計（２） ３０ 同上

情 報 工 学
（３０） 基礎情報数学Ｂ（確率と情報）（２） ３０ 同上

電 気 計 測
（６０）

計測と制御 （２）
●情報通信基礎実験� （２）
●情報通信基礎実験	 （２）
●情報通信工学実験� （２）
●情報通信工学実験	 （２）

３０
６０
６０
６０
６０

専
門
教
育
科
目

伝 送 線 路 工 学
（３０）

交 換 工 学
（３０）

電気通信システム
（３０）

通信ネットワーク （２）

通信工学の基礎 （２）

通信システム （２）

３０

３０

３０

必ず修得すること
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電子工学科（平成２５年３月卒業者に適用）

認定基準に定められた科目
（必要時間数）

電子工学科対応科目
（単位数） 時間数 単位修得の要件

基

礎

専

門

教

育

科

目

数 学
（６０）

微分積分学および演習�（４）
線形代数学� （２）
線形代数学	 （２）

６０
３０
３０

物 理 学
（６０）

物理学�Ａ （２）
物理学�Ｂ （２）

３０
３０ 必ず修得すること

電 磁 気 学
（６０）

電磁気学� （２）
電磁気学	 （２）

３０
３０ 同 上

電 気 回 路
（６０）

電気回路� （２）
電気回路	 （２）

３０
３０ 同 上

電 子 回 路
（６０）

電子回路入門� （２）
電子回路入門	 （２）

３０
３０ 同 上

デ ィ ジ タ ル 回 路
（３０）

ディジタル回路� （２）
ディジタル回路	 （２）

３０
３０

情 報 工 学
（３０） 情報理論 （２） ３０ 必ず修得すること

電 気 計 測
（６０）

電子計測 （２）
電子工学基礎実験� （２．５）
電子工学基礎実験	 （２．５）

３０
７５
７５

専
門
教
育
科
目

伝 送 線 路 工 学
（３０）

交 換 工 学
（３０）

電気通信システム
（３０）

電磁波工学 （２）
高周波回路 （２）
無線機器学 （２）
通信方式 （２）

３０
３０
３０
３０

左記の科目の中から
区分ごとに３０時間分
を修得すること
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情報通信工学科（平成２５年３月卒業者に適用）
●印は必修科目

認定基準に定められた科目
（必要時間数）

情報通信工学科対応科目
（単位数） 時間数 単位修得の要件

基

礎

専

門

教

育

科

目

数 学
（６０）

線形代数学� （２）
線形代数学	 （２）
微分積分学および演習	（４）
微分方程式� （２）

３０
３０
６０
３０

物 理 学
（６０）

物理学� （２）
応用物理学 （２）

３０
３０ 必ず修得すること

電 磁 気 学
（６０）

電磁気学の基礎および演習（３）
電磁気学の応用 （２）

４５
３０ 同上

電 気 回 路
（６０）

●電気回路の基礎および演習（２）
回路網の基礎 （２）

３０
３０ 同上

電 子 回 路
（６０）

エレクトロニクスの基礎（２）
エレクトロニクスの応用（２）

３０
３０ 同上

デ ィ ジ タ ル 回 路
（３０） 論理回路および論理設計（２） ３０ 同上

情 報 工 学
（３０） 基礎情報数学Ｂ（確率と情報）（２） ３０ 同上

電 気 計 測
（６０）

計測と制御 （２）
●情報通信基礎実験 （４）
●情報通信工学実験 （４）

３０
１２０
１２０

専
門
教
育
科
目

伝 送 線 路 工 学
（３０）

交 換 工 学
（３０）

電気通信システム
（３０）

通信ネットワーク （２）

通信工学の基礎 （２）

通信システム （２）

３０

３０

３０

必ず修得すること
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電気工事士（第２種）（電気電子工学科・電気工学科）

電気工事士

ビル、工場、商店、一般住宅などの電気設備の安全を守るために６００ボルト以下で受電する
工事を行う資格です。

筆記試験免除のために必要な修得科目

在学中に、科目ブロックごとの授業科目の一つを修得して、卒業した人が対象となります。

電気電子工学科（平成２５年３月卒業者に適用） ●印は必修科目

科目ブロック 該 当 授 業 科 目

� 電 気 理 論 ●電磁気学および演習�
電磁気学および演習	
●回路理論および演習�
●回路理論および演習	
回路理論および演習�
回路理論および演習�

� 電 気 計 測 電気電子計測�
電気電子計測	

� 電 気 機 器 電気機器�
電気機器	
パワーエレクトロニクス

� 電 気 材 料 電気電子材料

� 送 配 電 電力系統工学�
電力系統工学	

� 製 図 電機設計および電気製図

� 電 気 法 規 電気法規
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電気工学科（平成２５年３月卒業者に適用） ●印は必修科目

試験についての問合せ

�電気技術者試験センター（http://www.shiken.or.jp/）
〒１０４－８５８４ 中央区八丁堀２－９－１ 秀和東八重洲ビル８階 TEL．０３－３５５２－７６９１

科目ブロック 該 当 授 業 科 目

� 電 気 理 論 ●電磁気学および演習�
電磁気学および演習	
●回路理論および演習�
●回路理論および演習	
回路理論および演習�
回路理論および演習�

� 電 気 計 測 電気計測�
電気計測	

� 電 気 機 器 電気機器�
電気機器	
パワーエレクトロニクス

� 電 気 材 料 電気電子材料

� 送 配 電 電力系統工学�
電力系統工学	

� 製 図 電機設計および電気製図

� 電 気 法 規 電気法規
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索引（五十音順）

か
ガイダンス．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．６６

き
休講．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．６６
教職．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．９７
共通教育．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．６３

こ
公開科目．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．６４

さ
再履修．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．７５

し
資格・免許．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．９３
試験．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．７０
社会人コース．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．８３
自由科目．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．６３
授業．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．６５
進級．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．７５

せ
前期末．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．７９
選択科目．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．６３
専門教育．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．６３

そ
卒業．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．７７
卒業見込．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．７９

た
単位数．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．６３

つ
追試験．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．７２
通年．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．６５

て
定期試験．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．７０
転学部．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．８０

は
配当期．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．６４

ひ
必修科目．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．６３

ふ
不正行為．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．７２

ほ
補講．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．６６

り
履修上の注意（開講科目対応表）．．．．．．．．．．．．．．．．．．８９
履修登録．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．６８
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